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梨 監 第 ７ ４ ９ 号  

令 和 ７ 年 ９ 月 ８ 日  

山梨県知事 長崎 幸太郎 殿 

 

山梨県監査委員  入 倉 博 文 

山梨県監査委員  中 込 正 純 

山梨県監査委員  卯 月 政 人 

山梨県監査委員  宮 本 秀 憲 

 

令和６年度山梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算の  

審査意見について 

 

地方自治法第２３３条第２項の規定に基づき審査に付された令和６年度山

梨県一般会計及び特別会計歳入歳出決算について審査した結果、次のとおり

意見書を提出します。 
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令和６年度歳入歳出決算審査意見書 

 

第 １  審 査 の 対 象 

 

令和６年度    山 梨 県 一 般 会 計 

令和６年度    山 梨 県 恩 賜 県 有 財 産 特 別 会 計 

令和６年度    山 梨 県 災 害 救 助 基 金 特 別 会 計   

令和６年度    山梨県母子父子寡婦福祉資金特別会計  

令和６年度    山梨県中小企業近代化資金特別会計  

令和６年度    山 梨 県 市 町 村 振 興 資 金 特 別 会 計 

令和６年度    山 梨 県 県 税 証 紙 特 別 会 計 

令和６年度    山 梨 県 集 中 管 理 特 別 会 計 

令和６年度    山梨県林業・木材産業改善資金特別会計 

令和６年度    山 梨 県 公 債 管 理 特 別 会 計 

令和６年度    山 梨 県 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

 

令和７年８月１２日から令和７年９月５日まで 

 

 

第 ３  審 査 の 手 続 

 

審査に当たっては、山梨県監査基準に準拠し、 

１ 決算の計数は、附属書類、諸帳票、証拠書類等と符合し正確であるか。 

２ 予算の執行は、議決の趣旨に沿って適正かつ効果的に行われているか。 

３ 財務に関する事務は、財務規則、関係法令等に適合して公正に処理されているか。 

４ 財産の取得、管理及び処分は、適正に処理されているか。 

などの諸点に主眼をおき、決算報告書、附属書類、諸帳票、証拠書類等を精査照合するとともに、 

関係職員から概況を聴取し、併せて定例監査及び例月現金出納検査の結果を踏まえ実施した。 
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第 ４  決 算 の 状 況 

１ 決算規模 
 

一般会計の歳入額は５,７１３億５１１万９,２２２円で、前年度と比較して０.８％増加し、歳出

額は５,５３０億３,０７３万４０１円で、前年度と比較して１.１％増加している。 

恩賜県有財産特別会計ほか９の特別会計の歳入額は３,１６３億６,６０１万４,５３９円で、前年

度と比較して２.８％減少し、歳出額は３,０９４億３,３１５万４,０７３円で、前年度と比較して

１.７％減少している。 

金     額
対前年度
増減率

金    額
対前年度
増減率

金    額
対前年度
増減率

円 ％ 円 ％ 円 ％

△△  00..55

00..00

△△  1166..22

998888,,555522,,771100,,995577

888877,,667711,,113333,,776611

886622,,446633,,888844,,447744

2255,,220077,,224499,,228877

△ 2.8

△ 1.7

△ 35.3

0.8

1.1

△ 5.6

316,366,014,539

309,433,154,073

6,932,860,466

一　般　会　計

予 算 現 額

区 分

670,046,789,557 2.1

特　別　会　計 合　　　計

△ 1.5318,505,921,400 00..99

決
算
額

歳 入 額

歳 出 額

差 引 額

571,305,119,222

553,030,730,401

18,274,388,821
 

 

２ 決算収支 
 

一般会計の歳入歳出差引額である形式収支は１８２億７,４３８万８,８２１円、翌年度へ繰り越す

べき財源を差し引いた実質収支は４７億７,３２４万１３５円で、共に黒字となった。 

また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は８億４９３万４５５円の赤字とな

ったが、財政調整基金への積立４,６１６万３,０１０円、地方債繰上償還額６０億円を加算した実質

単年度収支は、５２億４,１２３万２,５５５円の黒字となっている。 

特別会計の形式収支は６９億３,２８６万４６６円、実質収支は６７億３,９６２万３,９６６円で、

共に黒字となったが、単年度収支及び実質単年度収支は、３６億８,７４６万６,８３４円の赤字とな

っている。 

金    額
対前年度
増減率

金    額
対前年度
増減率

金    額
対前年度
増減率

円 ％ 円 ％ 円 ％

形 式 収 支 18,274,388,821 △ 5.6 6,932,860,466 △ 35.3 2255,,220077,,224499,,228877 △△  1166..22

実 質 収 支 4,773,240,135 △ 14.4 6,739,623,966 △ 35.4 1111,,551122,,886644,,110011 △△  2288..11

単 年 度 収 支 △ 804,930,455 78.2 △ 3,687,466,834 △ 134.1 △△  44,,449922,,339977,,228899 1144..88

実 質 単 年 度 収 支 5,241,232,555 865.4 △ 3,687,466,834 △ 134.1 11,,555533,,776655,,772211 116688..77

一 般 会 計

区 分

特 別 会 計 合      計
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第 ５  審査の結果及び意見 

 一般会計及び各特別会計の決算は、附属書類、諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書

の計数と合致しており、また、予算の執行、財務に関する事務及び財産の管理は、概ね適正に行われ

ているものと認められる。 
一方、以下に記載する各項目において述べるように、留意又は改善すべき事項が見受けられるので、

これらに適切に対処し、より一層、効率的、効果的な財政運営を心がけ、県民福祉の向上に努められ

たい。 

 

 

１ 一般会計について 

 

（１）歳 入 

  ① 歳入決算額は、前年度と比較して４６億７,１１７万１,８２０円（０.８％）の増となってい

る。                                            （第１表参照） 

    これは、国庫支出金が１５６億１,８５０万１,９２９円、諸収入が７７億２４７万５,６５１円、

繰越金が７億６,０１７万１,６１２円減少したが、県債が８０億３,８００万円、繰入金が６７億

８,８２９万７,０４７円、県税が６５億９,９５７万５,３９１円増加したことなどによるもので

ある。 

また、歳入状況を自主財源と依存財源でみると、歳入総額に占める割合は、自主財源が

４７.１％、依存財源が５２.９％となっており、自主財源比率は前年度と比較して０.９ポイン

ト上昇している。 

これは主に、依存財源である国庫支出金が減少したことに伴い、自主財源の比率が上がったこ

とによるものである。                      （第２表・第３表参照） 

今後の健全で持続可能な財政運営を維持していくためには、安定した自主財源を確保していく

ことが重要である。 

このため、県税の徴収率向上に向けた対策を着実に実施するとともに、産業の振興による県内

経済の活性化等の税収増加につながる施策を積極的に推進するなど、引き続き自主財源の充実に

努められたい。 

 

自主財源と依存財源の比率 

5566..44
5577..44 5577..22 5577..66 6600..00

5566..11
5577..44 5577..66

5533..88 5522..99

4433..66  4422..66  4422..88  4422..44  4400..00  
4433..99  4422..66  4422..44  

4466..22  4477..11  

00..00

5500..00

110000..00

2277年年度度 2288年年度度 2299年年度度 3300年年度度 元元年年度度 22年年度度 33年年度度 44年年度度 55年年度度 66年年度度

（（％％））
自主財源 依存財源

 
 

 

 

【自主財源】 

・県税    1,073 億円余 

・諸収入    750 億円余 

・地方消費税清算金 

・地方消費清算 440 億円余 

・繰越金    193 億円余 

【依存財源】 

・地方交付税 1,472 億円余 

・国庫支出金   762 億円余 

・県債     567 億円余 
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 ② 県債発行額は、単独事業債が５３億８,７００万円、一般補助事業債が２４億６,９００万円、

災害復旧事業債が１億８,２００万円増加したことにより、前年度と比較して８０億３,８００万

円増加している。 

令和６年度末の県債残高は、前年度から１４６億４,６３７万２,１４１円減少し、８,８１８億

９,６０５万７８１円となっている。 

県債残高は減少傾向にあるが、多額の県債残高は、後年度の財政負担になり、財政の硬直化を

招く要因ともなることから、有利な交付税措置のある地方債の活用に引き続き取り組むとともに、

県民ニーズを的確に把握し、今後の行政需要に応じた計画的な県債の発行に努められたい。 

 

一般会計県債残高の推移 

99,,883355 99,,773399 99,,661188 99,,447744 99,,446699 99,,445577 99,,338855
99,,118866 88,,996655 88,,881199

66,,333333 66,,222211 66,,009900 55,,995566 66,,001188 66,,008800 66,,005577 66,,009966 66,,112288 66,,223333

33,,550022 33,,551188 33,,552288 33,,551188 33,,445511 33,,337777 33,,332288

33,,009900
22,,883388 22,,558866

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

２２７７年年度度 ２２８８年年度度 ２２９９年年度度 ３３００年年度度 元元年年度度 22年年度度 33年年度度 44年年度度 55年年度度 66年年度度

県県債債残残高高
臨臨時時財財政政対対策策債債をを除除くく県県債債((病病院院事事業業債債をを含含むむ))
臨臨時時財財政政対対策策債債

（（億億円円））

556677

内内はは県県債債発発行行額額 （（億億円円未未満満をを四四捨捨五五入入））

558866 667700 664466 559999 770011 448877448822669911 662288

 
 

 

 

 

 

 

 

 

③ 収入未済額は４９億５４０万６,２０２円で、その内、県税の収入未済額は６億８,６１４万

２８０円である。主な税目は、個人県民税５億１,８０４万９,５７６円、法人事業税６,３６２万

７,０８５円などである。県税以外の収入未済額は４２億１,９２６万５,９２２円で、主な内訳

は、公正入札違約金等の違約金及び延納利息２５億６,９８８万３,８８９円、産業廃棄物不適正

処理事案対策工事に要した費用７億４,３９２万１,２０６円、県営住宅使用料３億２,０９９万

６,５６７円及び産業廃棄物処理に係る行政代執行費用１億９,２７１万９,２０２円などである。                  

   

 

※１ 一般補助事業債は、国の補助事業や国直轄事業に係る県債。 

※２ 単独事業債は、県単独事業に係る県債。 

※３ 臨時財政対策債は、国の地方交付税特別会計の財源が不足し、地方交付税として交付するべき財源が不足した

場合に、地方交付税の交付額を減らして地方公共団体に地方債を発行させるものである。臨時財政対策債の元利

償還金相当額は、全額が後年度地方交付税の基準財政需要額に算入される。 

※３ 

○依存財源である県債発行額は 567 億

円余 

・対前年比   80 億円余(16.5%)増加 

○県債発行額の主なもの 

・一般補助事業債  341 億円余 ※１ 

・単独事業債      218 億円余 ※２ 

 

（参考） 

○県全体の県債残高は 9,083 億円余 

・一般会計       8,818 億円余 

・特別会計         161 億円余 

・企業会計        103 億円余 
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令和６年度の収入未済額を前年度と比較すると、４億８,４５５万８,９７７円（９.０％）減

少している。県税の収入未済額で減少の大きかった税目は、個人県民税で１,３３８万

６,５２６円の減少、続いて個人事業税で８２５万１,５４２円減少している。 

県税以外の収入未済額で減少の大きかったものは、公正入札違約金等の違約金及び延納利息で

４億４,６６５万４,４２０円が減少している。    （第１表・第４表・第７表・第８表参照） 

収入未済の総額は依然として多額であるため、今後とも新たな未収金の発生の防止はもとより、

法令や山梨県滞納債権処理方針等に基づき債権回収対策の充実強化を図るなど、収入未済の解消

になお一層努められたい。   
 

収入未済額の推移 

33,,006666  
22,,886699  22,,779977  

22,,886677  

66,,660022  

66,,991122  

66,,007700  
55,,880033  

55,,339900  

44,,990055  

11,,889977  
11,,772200  11,,551199  

11,,112277  11,,001100  

11,,553355  

775544  669922  771100  668866  
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

2277年年度度 2288年年度度 2299年年度度 3300年年度度 元元年年度度 22年年度度 33年年度度 44年年度度 55年年度度 66年年度度

（（百百万万円円））
収入未済額 うち県税

 

 

 

 

④ 不納欠損額は５億６,９３１万４,５３８円で、その内、県税の不納欠損額は７,０６６万

３,３８２円である。主な税目は、個人県民税３,８２９万２０４円、法人事業税１,０２２万

３,３３６円などである。県税以外の不納欠損額は４億９,８６５万１,１５６円で、主な内訳は、

公正入札違約金等の違約金及び延納利息４億２,８２０万３,６４０円などである。 

（第１表・第５表・第６表参照） 
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（２）歳 出 

① 歳出決算額は、前年度と比較して５７億４,７２７万１,１８４円(１.１％)の増となっている。 

これは、商工費が１３４億４,２８４万５１１円、衛生費が６２億３,２４０万２,０００円、民生

費が２６億９,０３０万４,９０３円減少したものの、諸支出金が８０億２,６７５万２３７円、総

務費が５７億１,２２５万３,１３８円、教育費が４８億４,０７３万５,５７９円、土木費が４７億

３４９万９,７６３円増加したことなどによるものである。           （第９表参照）                          

性質別決算状況をみると、行政経費は２,７１１億４,６５４万８千円で、前年度と比較して

２２億５７２万３千円(０.８％)減少した。これは、物件費や補助費等が減少したことなどによる

ものであり、構成比は４９.０％と前年度より０.９ポイント低下している。  （第１０表参照） 

投資的経費は１,２５３億２,２１４万３千円で、前年度と比較して１１９億４,８６５万４千円

(１０.５％)増加した。これは、普通建設事業費のうち補助事業費や単独事業費が増加したことな

どによるものであり、構成比は２２.７％と前年度より２.０ポイント上昇している。 

公債費は７４０億４,２７９万円で、前年度と比較して２億９,７０７万１千円(０.４％)増加し、

構成比は１３.４％と前年度より０.１ポイント低下している。これは、繰上償還を行ったことなど

によるものである。 

積立金は１１１億３３４万３千円で、前年度と比較して３３億１,８０８万９千円（４２.６％）

増加し、構成比は２.０％と前年度より０.６ポイント上昇している。これは、新たに人口減少危機

対策基金を創設し、県債管理基金の積立てを増額したことなどによるものである。 

貸付金は６６３億７,３７９万６千円で、前年度と比較して７６億５,８８０万６千円

(１０.３％)減少し、構成比は１２.０％と前年度より１.５ポイント低下している。これは、商工

業振興資金が減少したことなどによるものである。 

今後とも、人件費や公債費をはじめとした義務的経費の適切な管理に努めるなど、財政の硬直化

の抑制を図られたい。 

 

 

性質別決算の推移 

2,430 2,452 2,384 2,336 2,338
2,776 3,019 3,185

2,734 2,711

860 815 877 979 1,118

1,187 1,042
1,131

1,134 1,253
863 856 842 808 760

743 731
707

737 740527 437 412 378 357 

1,057 1,010 
875 

868 826 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

行政経費 投資的経費 公債費 その他

4,680 4,560 4,515 4,501 4,573

5,763 5,802 5,897
5,473 5,530

（億円）

 

※経費の金額の単位未満を四捨五入してあるので、合計金額と一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

（億円）
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義務的経費の推移 

  

1,165 1,149 1,135 1,134 1,123 1,129 1,128 1,139 1,084 1,162 

70 71 72 73 74 76 82 91 85 
86 

863 856 842 808 760 743 731 707 737 
740 

2,098 2,076 2,049 2,015
1,957 1,949 1,941 1,937 1,906 1,988

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

（億円） 人件費 扶助費 公債費

 
※経費の金額の単位未満を四捨五入してあるので、合計金額と一致しない場合がある。 

 

② 翌年度繰越額は８６１億９,６９７万８,５３０円で、前年度と比較して９２億３１０万

５,９７３円(１２.０％)増加している。これは、国道橋りょう改築費、県道橋りょう修繕費、緊急

道路整備修繕費が増加したことなどによるものである。 

今後とも、計画的な執行に努めるとともに、繰越しに係る事業については、事業効果の早期発現

が図られるよう迅速かつ効率的に実施されたい。 

 

③ 不用額は３０８億１,９０８万６２６円で、主なものは商工費１６９億９,６８１万５，９８１円、

教育費３１億８,３３０万６,１６１円、総務費２９億９,３４０万５,９６２円であり、前年度と比

較して１２億６,２６６万４,８５５円(３.９％)減少している。これは、商工業振興資金の融資実

績が見込みを下回ったこと及び新型コロナウイルス感染症関連融資の償還が進み、継続分の預託実

績が減少したことなどによるものである。 

今後とも、事業の計画的な執行に努めるとともに、事業の進捗状況を的確に把握し、適切な予算

計上に努めるなど、引き続き、財源の有効活用に留意されたい。 

 

繰越額と不用額の推移 

   

254
315

442
444

586

647

844

702

770
862

242
297

421 420

564

634

811

681

751

854

177
141 157

163 165

841

524

701

321 308

0
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２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

（億円）
繰越額 繰越のうち明許 不用額
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２ 特別会計について 

歳入総額 歳出総額 歳入歳出差引額 実質収支額 単年度収支額

会  計  名 （Ａ） (B） (C)=(A)-(B） (E)=(C)-(D）

円 円 円 円 円 円

恩 賜 県 有 財 産
特 別 会 計

9,227,168,422 8,072,098,528 1,155,069,894 140,836,500 1,014,233,394 196,304,326

災 害 救 助 基 金
特 別 会 計

326,092 326,092 0 0 0 0

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資 金 特 別 会 計

165,928,306 97,493,414 68,434,892 0 68,434,892 △ 47,317,915

中 小 企 業 近 代 化
資 金 特 別 会 計

4,563,800,930 2,958,800,658 1,605,000,272 0 1,605,000,272 △ 1,082,373,711

市 町 村 振 興 資 金
特 別 会 計

7,675,430,218 4,532,927,000 3,142,503,218 52,400,000 3,090,103,218 △ 3,485,013,921

県 税 証 紙 特 別 会 計 979,524,500 955,016,100 24,508,400 0 24,508,400 △ 9,489,800

集 中 管 理 特 別 会 計 101,788,618,303 101,788,618,303 0 0 0 0

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善
資 金 特 別 会 計 147,515,404 33,063,031 114,452,373 0 114,452,373 △ 2,072,077

公 債 管 理 特 別 会 計 116,443,095,601 116,443,095,601 0 0 0 0

国民健康保険特別会計 75,374,606,763 74,551,715,346 822,891,417 0 822,891,417 742,496,264

合   計 316,366,014,539 309,433,154,073 6,932,860,466 193,236,500 6,739,623,966 △ 3,687,466,834

翌年度へ繰り越
すべき財源(D）

 

 

 

① 恩賜県有財産特別会計ほか９会計の歳入総額は、３,１６３億６,６０１万４,５３９円で、前年度

と比較して９２億２０８万５,５６７円（２.８％）の減となっており、歳出総額は、３,０９４億

３,３１５万４,０７３円で、前年度と比較して５４億２,２２１万６,１１６円（１．７％）の減とな

っている。 

 

② 歳入総額から歳出総額を差し引いた歳入歳出差引額は、６９億３,２８６万４６６円で、前年度と

比較して３７億７,９８６万９,４５１円（３５．３％）の減となっている。 
 

③ 翌年度へ繰り越すべき財源１億９,３２３万６,５００円を差し引いた実質収支額は、６７億

３,９６２万３,９６６円で、前年度と比較して３６億８,７４６万６,８３４円（３５．４％）減少し

ている。 
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歳入決算額対前年度比較 
予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 1.3 0.0
率
％

98.5 97.2 97.2 － 89.0

△ 30,259,531対
前
年

度
比
較

金
額

△ 5,003,529,400 △ 9,231,121,555 △ 9,202,085,567 1,223,543

275,495,916 2,058,649,306 100.6 99.95 323,509,450,800 325,843,596,022 325,568,100,106 0

△ 2,139,906,861 99.3 99.9

年度

6 318,505,921,400 316,612,474,467 316,366,014,539 1,223,543 245,236,385

 

 
歳出決算額対前年度比較 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.1
98.3 － 77.6 183.0 110.2

△ 329,611,900 22,286,000 726,012,616

98.5

△ 5,003,529,400 △ 5,422,216,116 0対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

314,855,370,189 0 1,474,567,400 26,840,000 7,152,673,211 97.35 323,509,450,800

0 1,144,955,500 49,126,000 7,878,685,827 97.26 318,505,921,400 309,433,154,073

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

  
 
④ 収入未済額の総額は、２億４,５２３万６,３８５円で、前年度と比較して３,０２５万

９,５３１円（１１.０％）減少している。これは、恩賜県有財産特別会計の収入未済額が２,７９１万

７,４４３円減少したことなどによるものである。 

  今後とも、法令や山梨県滞納債権処理方針等に基づき、収入未済額の解消に取り組むとともに、 

滞納初期においてきめ細かな状況把握や交渉を行うなど、新たな未収金の発生防止に努められたい。 
 
収入未済額の推移 
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⑤ 不納欠損額は１２２万３,５４３円で、主な内訳は土地貸付料１０５万５,４３１円などである。 
 
 
⑥ 各会計の実質収支額推移状況は次の表のとおりであり、令和６年度の総額は６７億３,９６２万

３,９６６円で、前年度と比較して３６億８,７４６万６,８３４円（３５．４％）減少している。 

特別会計内に留保している資金（実質収支額）については、財源の有効活用を図るとともに、特

別会計の設置目的に即した予算管理と執行に留意されたい。 
 
 

実質収支額の推移 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

（ 百万円 ）

恩賜県有財産特別会計 災害救助基金特別会計
母子父子寡婦福祉資金特別会計 中小企業近代化資金特別会計
農業改良資金特別会計 市町村振興資金特別会計
県税証紙特別会計 集中管理特別会計
商工業振興資金特別会計 林業・木材産業改善資金特別会計
流域下水道事業特別会計 公債管理特別会計
国民健康保険特別会計

←国民健康保険

←恩賜県有財産

←中小企業近代化
資金

←市町村振興資金
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３ 財産について                            

 

  

① 普通財産に係る未利用地については、令和６年度に、３件、３,２９２.５９㎡を処分する一方、

用途廃止により新たに２件、１,０４９.２４㎡が未利用地となったため、２２件、５万

７,００１.２３㎡が残されている。 

未利用地の利活用等については、「県有未利用財産の利活用等基本方針」に基づき進められて

いるが、今後も引き続き積極的な推進に努力されたい｡ 

 

 

② 公共事業に伴う取得用地については、当該年度取得分未登記筆数（令和６年度）が２３８筆と、

前年度の１５２筆に比べて８６筆増加している。また、過年度未登記筆数は令和６年度末で

１,９９９筆と、前年度末の２,０２０筆に比べて２１筆減少している。 

取得用地の登記については、「過年度未登記処理方針」に基づき未登記の解消に努めており、

ここ数年で着実に減少しているところであるが、依然として多くの未登記筆が残されている。県

有財産の適正管理の観点から、未登記の解消に向け努力されたい｡ 

 

 

未登記筆数の推移  

   
 

  ③ 財産については、公有財産事務取扱規則により、購入（取得）、処分、貸付、行政財産の使用許

可及び財産の借受に当たっては、直ちに移動報告書を提出することになっているが、昨年度に実

施した監査において、手続きが適切に行われていない事例が３件あった。 

財産の的確な把握は、財産管理の基本であることから、適切な事務の執行に努められたい。 
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４ 今後の行財政運営 

 

令和６年度決算における本県の財政状況は、法人関係税の増加などによる実質県税の増加や有利な

交付税措置のある地方債を最大限活用したことなどによる地方債の増加、段階的な定年引上げに伴い

退職者数が増加する年度であることによる退職手当の増加などにより、一般会計において歳入歳出と

も２年ぶりに増加した。また、実質収支額は４７億７,３２４万１３５円、実質単年度収支額は５２億

４,１２３万２,５５５円とともに黒字となった。 

  しかしながら、歳出面においては、高齢化の進展に伴う介護保険関係経費や高齢者医療費の増加な

どにより社会保障関係費は今後も増加が見込まれ、公債費も今後増加に転じる見通しである。また、

歳入面においては、流動的な世界情勢に起因する景気変動のリスクや物価高騰などによる県税収入等

への影響が懸念され、本県財政を取り巻く環境は引き続き厳しい状況にある。 

このため、施策を推進するに当たっては、最小の負担で最大の効果を上げられるよう、国の補助金

や交付金の活用はもとより、自主財源の最大化、未収金対策の充実強化などによって財源確保に努め

るとともに、県民や時代のニーズを的確に把握し、事業の重点化を図るなど、歳出の見直しに努めら

れたい。 

なお、今後の健全で持続可能な行財政運営に向けては、次の事項について十分に留意されたい。 

 

 

① 様々な県政課題の解決に向けて取り組むには、財源の確保が重要である。このため、地域経済

の発展による税収の増加や県有資産の高度活用などにより、自主財源の確保・最大化に努められ

たい。 

 

 

② 財政の弾力性を示す経常収支比率は、８９.７％と前年度に比べ１.０ポイント上昇している。

これは、定年引上げに伴う退職手当の増加などによるものであるが、財政が硬直化すると新たな

課題への対応などに影響を与えかねないことから、引き続き義務的経費の抑制とともに、県税等

一般財源の一層の確保に努められたい。 

 

 

③ 財政調整基金、県債管理基金及び公共施設整備等事業基金の主要３基金（令和６年度末残高：

１,０４９億４,９００万５,１８７円）は、前年度より増加している。引き続き、財政負担の平

準化や将来の財政需要への対応など、健全で安定した財政運営を図るため、基金の設置目的や財

政状況に応じた的確な活用に努められたい。 

  また、景気の動向や金融政策などを注視し、安全性と流動性を確保した上で基金や歳計現金の

柔軟かつ効率的な運用に取り組まれたい。 

 

 

④ 新たな課題に対して柔軟な対応が可能となるよう、人材育成や組織体制づくりに加え、ＤＸの

推進をはじめとした業務効率化など、より一層効果的・効率的な行政運営に取り組まれたい。 
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00
..00

44
,,66

77
11
,,11

77
11
,,88

22
00

00
..88

※
　

構
成

比
の

単
位

未
満

は
四

捨
五

入
し

て
あ

る
の

で
、

内
訳

の
合

計
が

合
計

欄
と

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
る

。

自 　 主 　 財 　 源 依 　 存 　 財 　 源

合合
    

    
    

    
    

    
    

    
    

    
  計計

収収
入入

財財
源源

別別
構構

成成
のの

対対
前前

年年
度度

比比
較較

（（
第第

２２
表表

））

区
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 分

令
和

６
年

度
令

和
５

年
度

比
 較

 増
 減
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((第第

３３
表表

))

 金
　

　
額

増
減

率
 金

　
　

額
増

減
率

 金
　

　
額

増
減

率
 金

　
　

額
増

減
率

 金
　

　
額

増
減

率

県
税

9
2
,2

0
1
,6

7
3
,2

4
0

△
 1

.5
9
7
,5

9
3
,7

9
3
,6

0
5

5
.8

1
0
1
,6

3
2
,6

6
3
,7

8
0

4
.1

1
0
0
,7

2
2
,2

3
6
,6

1
7

△
 0

.9
1
0
7
,3

2
1
,8

1
2
,0

0
8

6
.6

地
方

消
費

税
清

算
金

3
7
,6

2
6
,8

3
7
,4

2
7

2
1
.8

4
0
,8

8
4
,8

2
1
,5

9
6

8
.7

4
2
,3

2
5
,8

6
5
,5

9
7

3
.5

4
2
,0

7
4
,5

2
1
,3

9
1

△
 0

.6
4
4
,0

5
6
,3

2
3
,5

8
9

4
.7

分
担

金
及

び
負

担
金

2
,8

2
7
,5

5
0
,7

8
3

2
2
.0

2
,5

1
4
,4

6
1
,4

6
0

△
 1

1
.1

2
,4

1
4
,8

4
9
,4

6
7

△
 4

.0
2
,6

5
0
,1

3
2,

4
5
9

9
.7

2
,5

8
4
,1

0
6
,9

2
0

△
 2

.5

使
用

料
及

び
手

数
料

7
,2

3
9
,2

9
4
,1

5
2

△
 3

.5
7
,1

6
0
,8

5
2
,0

7
4

△
 1

.1
7
,1

2
1
,5

3
2
,0

0
7

△
 0

.5
6
,8

5
6
,8

5
2,

1
4
4

△
 3

.7
7
,1

1
6
,9

8
3
,5

6
6

3
.8

財
産

収
入

1
,0

4
1
,7

4
9
,8

1
0

3
.2

7
2
1
,8

5
7
,2

2
7

△
 3

0
.7

6
7
9
,3

2
3
,6

5
8

△
 5

.9
8
8
2
,9

5
1
,1

4
4

3
0
.0

9
0
1
,9

8
8
,0

3
6

2
.2

寄
附

金
4
4
7
,3

5
2
,5

3
1

6
1
.5

1
,0

4
8
,1

1
6
,9

2
4

1
3
4
.3

8
0
9
,9

8
5
,5

9
4

△
 2

2
.7

9
4
7
,8

2
8
,9

2
0

1
7.

0
9
2
0
,9

3
1
,5

2
1

△
 2

.8

繰
入

金
3
,3

9
6
,5

7
3
,4

6
3

△
 8

1
.0

2
,8

2
8
,9

8
4
,9

8
9

△
 1

6
.7

3
,2

2
9
,5

7
0
,5

0
1

1
4
.2

5
,0

2
3
,4

80
,7

6
3

5
5
.5

1
1
,8

1
1
,7

7
7
,8

1
0

1
3
5
.1

繰
越

金
7
,7

1
9
,3

4
5
,9

6
2

2
1
.5

1
6
,7

3
6
,8

8
3
,6

4
2

1
1
6
.8

1
8
,2

8
1
,8

1
9
,9

1
4

9
.2

2
0
,1

1
0
,6

5
9,

7
9
7

1
0
.0

1
9
,3

5
0
,4

8
8
,1

8
5

△
 3

.8

諸
収

入
1
0
7
,9

5
3
,8

3
4
,6

4
8

3
1
3
.1

8
5
,2

7
9
,0

8
3
,8

6
4

△
 2

1
.0

8
2
,1

6
6
,3

0
0
,1

0
6

△
 3

.7
8
2
,7

5
7
,6

3
3
,7

7
0

0
.7

7
5
,0

5
5
,1

5
8
,1

1
9

△
 9

.3

自自
主主

財財
源源

計計
2
6
0
,4

5
4
,2

1
2
,0

1
6

4
0
.0

2
5
4
,7

6
8
,8

5
5
,3

8
1

△
 2

.2
2
5
8
,6

6
1
,9

1
0
,6

2
4

1
.5

2
6
2
,0

26
,2

9
7
,0

0
5

1
.3

2
6
9
,1

1
9
,5

6
9
,7

5
4

2
.7

地
方

譲
与

税
1
3
,3

5
4
,7

6
3
,0

0
5

△
 9

.8
1
4
,6

8
9
,3

4
9
,0

0
5

1
0
.0

1
6
,7

0
7
,3

7
7
,0

0
0

1
3
.7

1
6
,7

8
1
,3

4
8
,0

0
0

0
.4

1
8
,9

5
2
,7

3
6
,0

0
0

1
2
.9

地
方

特
例

交
付

金
5
7
9
,5

2
1
,0

0
0

△
 3

6
.5

5
4
5
,1

2
6
,0

0
0

△
 5

.9
5
1
3
,8

9
0
,0

0
0

△
 5

.7
4
9
4
,2

5
5
,0

0
0

△
 3

.8
2
,8

4
6
,8

1
3
,0

0
0

4
7
6
.0

地
方

交
付

税
1
3
8
,0

4
5
,6

3
3
,0

0
0

5
.3

1
5
5
,6

6
8
,1

9
4
,0

0
0

1
2
.8

1
5
1
,1

3
7
,4

8
9
,0

0
0

△
 2

.9
1
4
6
,6

11
,4

7
1
,0

0
0

△
 3

.0
1
4
7
,2

5
4
,2

6
0
,0

0
0

0
.4

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
2
5
6
,5

4
1
,0

0
0

5
.1

2
3
3
,9

6
3
,0

0
0

△
 8

.8
2
0
1
,0

4
2
,0

0
0

△
 1

4
.1

1
7
8
,9

1
8
,0

0
0

△
 1

1
.0

1
7
0
,5

8
4
,0

0
0

△
 4

.7

国
庫

支
出

金
1
1
1
,2

4
5
,8

5
6
,0

4
8

7
9
.9

1
0
9
,8

0
6
,7

8
1
,0

5
6

△
 1

.3
1
3
4
,4

4
3
,9

8
3
,2

8
7

2
2
.4

9
1
,8

68
,6

5
8
,3

9
7

△
 3

1
.7

7
6
,2

5
0
,1

5
6
,4

6
8

△
 1

7
.0

県
債

6
9
,0

9
2
,0

0
0
,0

0
0

△
 1

.4
6
2
,7

5
5
,0

0
0
,0

0
0

△
 9

.2
4
8
,1

6
5
,0

0
0
,0

0
0

△
 2

3
.2

4
8
,6

73
,0

0
0
,0

0
0

1
.1

5
6
,7

1
1
,0

0
0
,0

0
0

1
6
.5

依依
存存

財財
源源

計計
3
3
2
,5

7
4
,3

1
4
,0

5
3

1
9
.2

3
4
3
,6

9
8
,4

1
3
,0

6
1

3
.3

3
5
1
,1

6
8
,7

8
1
,2

8
7

2
.2

3
0
4
,6

0
7
,6

5
0
,3

9
7

△
 1

3
.3

3
0
2
,1

8
5
,5

4
9
,4

6
8

△
 0

.8

合合
計計

55
99
33
,,00

22
88
,,55

22
66
,,00

66
99

22
77
..55

55
99
88
,,44

66
77
,,22

66
88
,,44

44
22

00
..99

66
00
99
,,88

33
00
,,66

99
11
,,99

11
11

11
..99

55
66
66
,,66

33
33
,,99

44
77
,,44

00
22

△△
  77

..11
55
77
11
,,33

00
55
,,11

11
99
,,22

22
22

00
..88

科科
目目

別別
及及

びび
財財

源源
別別

のの
収収

入入
済済

額額
のの

推推
移移

単
位

：
円

、
％

科
  
  
目

 令
　

和
　

２
　

年
　

度
 令

　
和

　
３

　
年

　
度

 令
　

和
　

４
　

年
　

度
 令

　
和

　
５

　
年

　
度

 令
　

和
　

６
　

年
　

度
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区
  

 分

令
和

６
年

度
令

和
５

年
度

比
較

増
減

額
増

減
率

令
和

６
年

度
令

和
５

年
度

比
較

増
減

額
増

減
率

不
納

欠
損

額
収

入
未

済
額

円
円

円
％

円
円

円
％

円
円

個
  

  
  

 人
3
2
,8

4
9
,5

8
2
,4

4
1

3
3
,4

9
3
,7

1
2
,8

1
2

△
 6

4
4
,1

3
0
,3

7
1

△
 1

.9
3
2
,2

9
3
,2

4
2
,6

6
1

3
2
,9

2
3
,2

0
9
,9

5
4

△
 6

2
9
,9

6
7
,2

9
3

△
 1

.9
3
8
,2

9
0
,2

0
4

5
1
8
,0

4
9
,5

7
6

法
  

  
  

 人
2
,8

3
6
,1

0
6
,2

2
0

2
,8

6
9
,3

3
9
,5

0
9

△
 3

3
,2

3
3
,2

8
9

△
 1

.2
2
,8

2
0
,6

9
9
,0

1
4

2
,8

5
3
,9

4
8
,6

8
1

△
 3

3
,2

4
9
,6

6
7

△
 1

.2
2
,7

0
1
,6

4
8

1
2
,7

0
5
,5

5
8

利
  

子
  

割
1
3
4
,3

4
3
,1

8
0

6
1
,8

3
0
,8

1
4

7
2
,5

1
2
,3

6
6

1
1
7
.3

1
3
4
,3

4
3
,1

8
0

6
1
,8

3
0
,8

1
4

7
2
,5

1
2,

3
6
6

1
1
7
.3

0
0

計
3
5
,8

2
0
,0

3
1
,8

4
1

3
6
,4

2
4
,8

8
3
,1

3
5

△
 6

0
4
,8

5
1
,2

9
4

△
 1

.7
3
5
,2

4
8
,2

8
4
,8

5
5

3
5
,8

3
8
,9

8
9
,4

4
9

△
 5

9
0
,7

0
4
,5

9
4

△
 1

.6
4
0
,9

9
1
,8

5
2

5
3
0
,7

5
5
,1

3
4

個
  

  
  

 人
1
,4

0
6
,8

8
1
,5

3
0

1
,3

1
9
,3

8
7
,9

9
7

8
7
,4

9
3
,5

3
3

6
.6

1
,3

6
9
,2

6
8
,0

5
1

1
,2

7
9
,3

7
8
,9

7
7

8
9
,8

8
9
,0

7
4

7
.0

8
,5

7
8
,0

9
1

2
9
,0

3
5
,3

8
8

法
  

  
  

 人
3
0
,2

3
2
,6

0
5
,2

6
0

2
9
,3

1
1
,0

5
9
,6

8
1

9
2
1
,5

4
5
,5

7
9

3
.1

3
0
,1

5
8
,7

5
4
,8

3
9

2
9
,2

4
3
,4

8
6
,9

7
1

9
1
5
,2

6
7
,8

6
8

3
.1

1
0
,2

2
3
,3

3
6

6
3
,6

2
7
,0

8
5

計
3
1
,6

3
9
,4

8
6
,7

9
0

3
0
,6

3
0
,4

4
7
,6

7
8

1
,0

0
9
,0

3
9
,1

1
2

3
.3

3
1
,5

2
8
,0

2
2
,8

9
0

3
0
,5

22
,8

6
5
,9

4
8

1
,0

0
5
,1

5
6
,9

4
2

3
.3

1
8
,8

0
1
,4

2
7

9
2
,6

6
2
,4

7
3

譲
  

渡
  

割
1
5
,8

6
2
,2

1
5
,8

2
3

9
,9

9
3
,6

3
6
,0

8
6

5
,8

6
8
,5

7
9
,7

3
7

5
8
.7

1
5
,8

6
2
,2

1
5
,8

2
3

9
,9

9
3,

6
3
6
,0

8
6

5
,8

6
8
,5

7
9
,7

3
7

5
8
.7

0
0

貨
  

物
  

割
2
2
,9

4
4
,9

0
0

2
5
,4

6
4
,5

0
0

△
 2

,5
1
9
,6

0
0

△
 9

.9
2
2
,9

4
4
,9

0
0

2
5
,4

6
4
,5

0
0

△
 2

,5
1
9,

6
0
0

△
 9

.9
0

0

計
1
5
,8

8
5
,1

6
0
,7

2
3

1
0
,0

1
9
,1

0
0
,5

8
6

5
,8

6
6
,0

6
0
,1

3
7

5
8
.5

1
5
,8

8
5
,1

6
0
,7

2
3

1
0
,0

1
9
,1

0
0
,5

8
6

5
,8

6
6
,0

6
0
,1

3
7

5
8
.5

0
0

1
,9

6
9
,6

6
6
,4

3
8

1
,8

5
8
,8

5
2
,0

3
6

1
1
0
,8

1
4
,4

0
2

6
.0

1
,9

4
4
,7

6
1
,9

6
6

1
,8

3
6
,8

3
7
,6

9
7

1
0
7
,9

2
4
,2

6
9

5
.9

6
,7

0
9
,1

9
8

1
8
,1

9
5
,2

7
4

1
,0

3
0
,6

6
5
,0

2
8

1
,0

4
5
,9

0
6
,9

5
1

△
 1

5
,2

4
1
,9

2
3

△
 1

.5
1
,0

3
0
,6

6
5
,0

2
8

1
,0

4
5
,9

0
6
,9

5
1

△
 1

5
,2

4
1
,9

2
3

△
 1

.5
0

0

7
9
2
,3

9
4
,0

0
0

7
9
6
,6

2
6
,5

0
0

△
 4

,2
3
2
,5

0
0

△
 0

.5
7
9
2
,3

9
4
,0

0
0

7
9
6
,6

2
6
,5

0
0

△
 4

,2
3
2
,5

0
0

△
 0

.5
0

0

1
3
,8

4
7
,1

5
2
,8

2
7

1
3
,7

5
6
,1

8
7
,9

1
2

9
0
,9

6
4
,9

1
5

0
.7

1
3
,8

0
1
,6

3
9
,4

4
2

1
3
,7

1
6
,4

9
5
,3

2
6

8
5
,1

4
4
,1

1
6

0
.6

2
,2

0
3
,5

1
6

4
3
,3

0
9
,8

6
9

環
境

性
能

割
3
7
4
,6

9
7
,4

0
0

3
4
9
,5

1
9
,8

0
0

2
5
,1

7
7
,6

0
0

7
.2

3
7
4
,6

9
7
,4

0
0

3
4
9
,5

1
9
,8

0
0

2
5
,1

7
7,

6
0
0

7
.2

0
0

種
別

割
1
2
,5

2
4
,9

5
4
,4

2
7

1
2
,5

8
8
,4

0
0
,9

1
2

△
 6

3
,4

4
6
,4

8
5

△
 0

.5
1
2
,4

7
9
,4

4
1
,0

4
2

1
2
,5

4
8
,7

0
8
,3

2
6

△
 6

9
,2

6
7
,2

8
4

△
 0

.6
2
,2

0
3
,5

1
6

4
3
,3

0
9
,8

6
9

県
税

証
紙

特
別

会
計

繰
入

金
9
4
7
,5

0
1
,0

0
0

8
1
8
,2

6
7
,2

0
0

1
2
9
,2

3
3
,8

0
0

1
5
.8

9
4
7
,5

0
1
,0

0
0

8
1
8
,2

6
7
,2

0
0

1
2
9
,2

3
3
,8

0
0

1
5
.8

0
0

1
9
9
,2

0
0

2
2
2
,7

0
0

△
 2

3
,5

0
0

△
 1

0
.6

1
9
9
,2

0
0

2
2
2
,7

0
0

△
 2

3
,5

0
0

△
 1

0
.6

0
0

0
0

0
-

0
0

0
-

0
0

7
,0

7
9
,3

9
9
,3

0
5

6
,8

9
9
,9

6
2
,6

9
1

1
7
9
,4

3
6
,6

1
4

2
.6

7
,0

7
9
,3

9
9
,3

0
5

6
,8

9
9
,9

6
2
,6

9
1

1
7
9
,4

3
6
,6

1
4

2
.6

0
0

1
0
,8

2
2
,9

0
0

1
0
,7

5
2
,0

0
0

7
0
,9

0
0

0
.7

1
0
,8

2
2
,9

0
0

1
0
,7

5
2
,0

0
0

7
0
,9

0
0

0
.7

0
0

3
,6

3
6
,6

1
8

4
1
,5

2
8
,7

6
4

△
 3

7
,8

9
2
,1

4
6

△
 9

1
.2

4
6
1
,6

9
9

3
4
,4

7
6
,7

6
9

△
 3

4
,0

1
5
,0

7
0

△
 9

8
.7

1
,9

5
7
,3

8
9

1
,2

1
7
,5

3
0

1 1
00
88
,,00

77
88
,,66

11
55
,,66

77
00

11
00
11
,,44

88
44
,,44

77
00
,,99

55
33

66
,,55

99
44
,,11

44
44
,,77

11
77

66
..55

11
00
77
,,33

22
11
,,88

11
22
,,00

00
88

11
00
00
,,77

22
22
,,22

33
66
,,66

11
77

66
,,55

99
99
,,55

77
55
,,33

99
11

66
..66

77
00
,,66

66
33
,,33

88
22

66
88
66
,,11

44
00
,,22

88
00

合合
    

    
    

    
    

計計

自
動

車
税

鉱
区

税

固
定

資
産

税

軽
油

引
取

税

狩
猟

税

旧
法

に
よ

る
税

（
自

動
車

税
）

県 民 税 事 業 税 地 消 税 不
動

産
取

得
税

県
た

ば
こ

税

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

県県
    

税税
    

税税
    

目目
    

別別
    

収収
    

入入
    

状状
    

況況
（（
第第

４４
表表

））
調

  
  

  
 定

  
  

  
 額

収
  

  
  

 入
  

  
  

 額
令

 和
 ６

 年
 度

税
  

 目
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（（
第第

５５
表表

））

事
  

 由

税
  

 目
件

  
 数

金
  

  
  

  
額

件
  

 数
金

  
  

  
 額

件
  

 数
金

  
  

  
 額

件
  

 数
金

  
  

  
 額

件
円

件
円

件
円

件
円

個
人

県
民

税
4
7
1

9
,9

4
2
,8

5
8

5
8
1

1
2
,3

8
2
,6

7
8

1
,0

8
4

1
5
,9

6
4
,6

6
8

2
,1

3
6

3
8
,2

9
0
,2

0
4

法
人

県
民

税
1
7

6
6
3
,3

0
0

4
5

1
,9

6
3
,1

4
8

4
7
5
,2

0
0

6
6

2
,7

0
1
,6

4
8

個
人

事
業

税
6

8
,0

8
9
,1

9
1

4
4
8
1
,9

0
0

1
7
,0

0
0

1
1

8
,5

7
8
,0

9
1

法
人

事
業

税
1
4

4
,0

6
7
,5

3
4

1
7

6
,1

5
5
,8

0
2

0
0

3
1

1
0
,2

2
3
,3

3
6

不
動

産
取

得
税

3
4
,6

5
2
,5

2
1

1
2

1
,9

8
7
,4

7
7

3
6
9
,2

0
0

1
8

6
,7

0
9
,1

9
8

ゴ
ル

フ
場

利
用

税
0

0
0

0
0

0
0

0

自
動

車
税

1
9

7
2
2
,7

8
1

1
1
1
,7

0
0

2
8

1
,2

2
2
,9

0
8

4
8

1
,9

5
7
,3

8
9

鉱
区

税
0

0
0

0
0

0
0

0

旧
法

に
よ

る
税

（
自

動
車

税
）

2
3

8
8
5
,9

4
5

3
8

1
,3

1
7
,5

7
1

0
0

6
1

2
,2

0
3
,5

1
6

    
    

合合
    

    
    

    
    

    
    

計計
55
55
33

22
99
,,00

22
44
,,11

33
00

66
99
88

22
44
,,33

00
00
,,22

77
66

11
,,11

22
00

11
77
,,33

33
88
,,99

77
66

22
,,33

77
11

77
00
,,66

66
33
,,33

88
22

県県
  税税

  徴徴
  収収

  不不
  納納

  欠欠
  損損

  のの
  状状

  況況

執
行

停
止

後
３

年
経

過
納

付
納

入
義

務
の

即
時

消
滅

時
  

  
  

  
  

  
  

効
計

（
地

方
税

法
第

1
5
条

の
7
第

4
項

）
（
同

法
第

1
5
条

の
7
第

5
項

）
（
 同

 法
 第

 1
8
 条

 ）



� — 18 —

金
  

  
 額

増
 減

 率
金

  
  

 額
増

 減
 率

金
  

  
 額

増
 減

 率
金

  
  
 額

増
 減

 率
金

  
  
 額

増
 減

 率

個
  

人
  

県
  

民
  

税
5
6
,5

4
7
,7

7
0

△
 1

4
.9

5
7
,2

9
2
,2

9
0

1
.3

5
8
,0

5
9
,6

7
5

1
.3

3
9
,0

6
6
,7

5
6

△
 3

2
.7

3
8
,2

9
0
,2

0
4

△
 2

.0

法
  

人
  

県
  

民
  

税
8
3
0
,5

2
9

△
 6

0
.4

4
,6

9
8
,7

7
0

4
6
5
.8

9
2
4
,9

6
8

△
 8

0
.3

1
,0

1
7
,2

0
8

10
.0

2
,7

0
1
,6

4
8

1
6
5
.6

小
  

  
  

 計
5
7
,3

7
8
,2

9
9

△
 1

6
.3

6
1
,9

9
1
,0

6
0

8
.0

5
8
,9

8
4
,6

4
3

△
 4

.8
4
0
,0

8
3
,9

6
4

△
 3

2
.0

4
0
,9

9
1
,8

5
2

2
.3

個
  

人
  

事
  

業
  

税
9
9
7
,8

4
0

△
 7

4
.7

3
,3

7
8
,9

5
3

2
3
8
.6

1
,7

6
5
,3

1
9

△
 4

7
.8

2
,7

2
2
,0

90
5
4
.2

8
,5

7
8
,0

9
1

2
1
5
.1

法
  

人
  

事
  

業
  

税
9
4
5
,5

9
3

△
 7

4
.3

9
,8

4
4
,2

0
0

9
4
1
.1

1
0
3
,4

9
9

△
 9

8
.9

5
,0

9
8
,4

5
0

48
2
6
.1

1
0
,2

2
3
,3

3
6

1
0
0
.5

小
  

  
  

 計
1
,9

4
3
,4

3
3

△
 7

4
.5

1
3
,2

2
3
,1

5
3

5
8
0
.4

1
,8

6
8
,8

1
8

△
 8

5
.9

7
,8

2
0
,5

4
0

3
1
8
.5

1
8
,8

0
1
,4

2
7

1
4
0
.4

1
,4

2
1
,7

6
1

△
 6

3
.6

2
,2

6
6
,0

1
4

5
9
.4

4
6
1
,7

3
3

△
 7

9
.6

4
4
1
,7

3
1

△
 4

.3
6
,7

0
9
,1

9
8

14
1
8
.8

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
皆

減
0

-
0

-
0

-
0

-

2
3
5
,4

0
0

皆
増

6
6
8
,4

8
0

1
8
4
.0

1
,4

8
3
,8

9
9

1
2
2
.0

8
5
9
,9

5
9

△
 4

2
.0

2
,2

0
3
,5

1
6

1
5
6
.2

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

7
,5

0
4
,9

3
8

△
 3

7
.5

5
,8

1
3
,2

4
4

△
 2

2
.5

4
,2

6
6
,9

3
2

△
 2

6
.6

3
,4

1
5
,3

7
7

△
 2

0
.0

1
,9

5
7
,3

8
9

△
 4

2
.7

6
8
,4

8
3
,8

3
1

△
 2

5
.9

8
3
,9

6
1
,9

5
1

2
2
.6

6
7
,0

6
6
,0

2
5

△
 2

0
.1

5
2
,6

2
1
,5

7
1

△
 2

1
.5

70
,6

6
3
,3

8
2

3
4
.3

3
,2

4
9
,4

2
4

2
.6

3
,5

7
4
,9

5
0

1
0
.0

5
,0

0
9
,2

6
2

4
0
.1

3
5
,5

1
1
,1

5
7

6
0
8
.9

4
9
,3

6
8
,1

5
8

3
9
.0

使
び

総
務

使
用

料
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
用

手
土

木
使

用
料

5
,7

4
6
,9

9
0

2
7
3
.5

8
8
7
,4

0
0

△
 8

4
.6

0
皆

減
1
,0

4
8
,2

9
6

皆
増

0
皆

減
料

数
教

育
使

用
料

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

及
料

小
　

　
　

計
5
,7

4
6
,9

9
0

2
7
3
.5

8
8
7
,4

0
0

△
 8

4
.6

0
皆

減
1
,0

4
8
,2

9
6

皆
増

0
皆

減

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

延
滞

金
、

加
算

金
及

び
過

料
8
,5

3
5
,1

1
0

△
 3

1
.1

1
0
,8

8
5
,0

4
1

2
7
.5

7
,5

7
9
,3

7
3

△
 3

0
.4

1
4
,1

4
7
,1

1
5

8
6
.7

9
,3

9
9,

2
5
7

△
 3

3
.6

県
預

金
及

び
貸

付
金

等
利

子
収

入
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-
貸

付
金

等
償

還
金

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

雑
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 入
1
,2

0
9
,1

4
7

△
 9

2
.3

4
5
5
,4

5
0

△
 6

2
.3

3
7
4
,0

0
0

△
 1

7
.9

23
3
,0

0
8
,1

2
8

6
2
,2

0
1
.6

4
3
9
,8

8
3
,7

4
1

8
8
.8

小
  

  
  

 計
9
,7

4
4
,2

5
7

△
 6

5
.4

1
1
,3

4
0
,4

9
1

1
6
.4

7
,9

5
3
,3

7
3

△
 2

9
.9

2
4
7
,1

5
5
,2

43
3
,0

0
7
.6

4
4
9
,2

8
2
,9

9
8

8
1
.8

88
77
,,22

22
44
,,55

00
22

△△
  33

00
..44

99
99
,,77

66
44
,,77

99
22

11
44
..44

88
00
,,00

22
88
,,66

66
00

△△
  11

99
..88

33
33
66
,,33

33
66
,,22

66
77

33
22
00
..33

55
66
99
,,33

11
44
,,55

33
88

66
99
..33

合合
    

    
    

    
    

    
    

    
計計

ゴ
ル

フ
場

利
用

税

自
動

車
税

鉱
区

税

軽
油

引
取

税

旧
法

に
よ

る
税

（
自

動
車

税
）

県
  

  
  

  
  

税
  

  
  

  
  

計

財
産

収
入

諸 収 入分
担

金
及

び
負

担
金

県 民 税 事 業 税 不
動

産
取

得
税

県
た

ば
こ

税

単
位

 ：
 円

、
％

令
 和

 ２
 年

 度
令

 和
 ３

 年
 度

令
 和

 ５
 年

 度
令

 和
 ６

 年
 度

科
  

  
  

  
  

  
 目

令
 和

 ４
 年

 度

目目
  別別

  不不
  納納

  欠欠
  損損

  額額
  のの

  推推
  移移

（（
第第

６６
表表

））
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（（
第第

７７
表表

）） 科
　

　
　

　
　

目
　

 （
節

）
内

　
　

　
訳

件
　

　
数

令
和

６
年

度
収

入
未

済
額

令
和

５
年

度
収

入
未

済
額

対
前

年
度

増
減

額

児
童

福
祉

費
負

担
金

児
童

福
祉

総
務

費
負

担
金

3
2
6
,4

1
2

2
6
,4

1
2

0

児
童

措
置

費
負

担
金

4
,2

3
6

3
9
,1

3
8
,1

3
5

3
7
,7

7
7
,7

5
4

1
,3

6
0
,3

8
1

児
童

福
祉

施
設

費
負

担
金

2
9
9

2
,5

1
4
,6

2
0

3
,4

4
5
,8

2
5

△
 9

3
1
,2

0
5

計
4
,5

3
8

4
1
,6

7
9
,1

6
7

4
1
,2

4
9
,9

9
1

4
2
9
,1

7
6

都
市

計
画

費
負

担
金

公
園

費
負

担
金

0
0

4
2
,9

2
1
,5

8
9

△
 4

2
,9

2
1
,5

8
9

行
政

財
産

使
用

料
7

4
5
,2

9
8

4
5
,2

9
8

0

児
童

福
祉

費
使

用
料

あ
け

ぼ
の

医
療

福
祉

セ
ン

タ
ー

使
用

料
1
4
4

2
,7

9
2
,3

8
4

2
,4

4
7
,0

7
1

3
4
5
,3

1
3

育
精

福
祉

セ
ン

タ
ー

使
用

料
3
8

3
4
9
,7

0
0

3
4
9
,7

0
0

0

職
業

訓
練

費
使

用
料

産
業

技
術

短
期

大
学

校
授

業
料

4
6
3
5
,0

0
0

6
7
5
,0

0
0

△
 4

0
,0

0
0

商
工

費
使

用
料

甲
府

技
術

支
援

セ
ン

タ
ー

機
械

使
用

料
1

4
,6

5
0

0
4
,6

5
0

道
路

使
用

料
1
0

3
1
,9

1
6
,4

2
8

1
2
1
,8

8
8

3
1
,7

9
4
,5

4
0

河
川

使
用

料
7

1
,9

7
8
,7

0
1

2
,0

4
8
,1

8
1

△
 6

9
,4

8
0

都
市

計
画

費
使

用
料

3
1
9
3
,5

0
0

1
9
3
,5

0
0

0

県
営

住
宅

使
用

料
1
1
,0

8
6

3
2
0
,9

9
6
,5

6
7

3
1
8
,4

0
7
,6

3
4

2
,5

8
8
,9

3
3

県
営

住
宅

駐
車

場
使

用
料

1
,7

1
9

5
,1

5
4
,5

0
0

4
,4

1
3
,1

4
0

7
4
1
,3

6
0

高
等

学
校

費
使

用
料

授
業

料
5
1

5
8
4
,1

0
0

7
9
,2

0
0

5
0
4
,9

0
0

社
会

教
育

費
使

用
料

博
物

館
使

用
料

0
0

2
6
,7

0
0

△
 2

6
,7

0
0

土
地

貸
付

料
資

産
活

用
課

所
管

土
地

貸
付

料
1

4
0
6
,2

6
2

4
0
6
,2

6
2

0

生
産

物
売

払
収

入
生

産
物

売
払

収
入

1
3
8
6
,4

6
9

0
3
8
6
,4

6
9

延
滞

金
、

加
算

金
及

び
過

料
等

過
少

申
告

加
算

金
2

1
,9

7
0

2
3
,5

3
3

△
 2

1
,5

6
3

不
申

告
加

算
金

3
4

6
3
9
,4

1
1

4
6
3
,2

2
0

1
7
6
,1

9
1

重
加

算
金

8
1

2
4
,6

2
2
,1

1
8

2
2
,7

7
5
,5

2
2

1
,8

4
6
,5

9
6

延
滞

金
8
4
1

2
0
,7

3
3
,0

9
4

2
3
,1

1
9
,1

0
3

△
 2

,3
8
6
,0

0
9

放
置

違
反

金
1

3
0
,0

0
0

5
5
,0

0
0

△
 2

5
,0

0
0

計
9
5
9

4
6
,0

2
6
,5

9
3

4
6
,4

3
6
,3

7
8

△
 4

0
9
,7

8
5

税税
　　
外外

　　
収収

　　
入入

　　
未未

　　
済済

　　
状状

　　
況況

単
位

：
件

、
円
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科
　

　
　

　
　

目
　

 （
節

）
内

　
　

　
訳

件
　

　
数

令
和

６
年

度
収

入
未

済
額

令
和

５
年

度
収

入
未

済
額

対
前

年
度

増
減

額

県
預

金
及

び
貸

付
金

等
利

子
収

入
1
5
3

2
,9

8
4
,6

6
2

3
,1

1
9
,1

3
3

△
 1

3
4
,4

7
1

高
齢

者
居

室
等

整
備

資
金

償
還

金
3
8

7
,4

2
7
,1

0
0

7
,9

7
5
,3

8
9

△
 5

4
8
,2

8
9

在
宅

重
度

心
身

障
害

者
居

室
整

備
資

金
償

還
金

1
1
1

7
,6

4
5
,8

1
0

8
,2

2
5
,8

0
0

△
 5

7
9
,9

9
0

父
子

福
祉

資
金

貸
付

金
償

還
金

1
3
2

3
,6

6
9
,0

0
0

4
,1

2
8
,0

0
0

△
 4

5
9
,0

0
0

重
度

心
身

障
害

者
医

療
費

貸
付

金
償

還
金

1
0
5

2
,8

9
1
,1

9
5

2
,6

6
3
,2

8
3

2
2
7
,9

1
2

看
護

師
等

貸
費

生
貸

与
金

償
還

金
1
6
7

8
,8

4
8
,0

3
8

8
,9

8
3
,6

5
4

△
 1

3
5
,6

1
6

医
師

修
学

研
修

資
金

貸
与

金
償

還
金

2
2
,7

0
3
,0

0
0

2
,7

3
9
,0

0
0

△
 3

6
,0

0
0

農
業

改
良

資
金

貸
付

金
償

還
金

4
9

9
2
,9

5
5
,9

1
0

9
5
,5

0
2
,3

3
5

△
 2

,5
4
6
,4

2
5

教
育

奨
励

資
金

貸
付

金
償

還
金

2
0
5

1
1
,1

3
9
,6

0
0

1
2
,1

6
6
,6

1
0

△
 1

,0
2
7
,0

1
0

弁
償

金
7

2
0
1
,8

2
5

1
,6

4
2
,8

2
5

△
 1

,4
4
1
,0

0
0

違
約

金
及

び
延

納
利

息
1
8
1

2
,5

6
9
,8

8
3
,8

8
9

3
,0

1
6
,5

3
8
,3

0
9

△
 4

4
6
,6

5
4
,4

2
0

雑
入

恩
給

過
払

金
0

0
6
2
8
,2

0
0

△
 6

2
8
,2

0
0

児
童

扶
養

手
当

等
返

還
金

1
9
0

6
0
,5

9
2
,0

3
3

5
8
,0

0
0
,9

5
6

2
,5

9
1
,0

7
7

行
政

代
執

行
に

よ
る

旧
須

玉
町

日
向

処
分

場
撤

去
費

用
1

1
9
2
,7

1
9
,2

0
2

1
9
2
,7

2
4
,2

0
2

△
 5

,0
0
0

行
政

代
執

行
に

よ
る

大
月

市
不

法
投

棄
撤

去
費

用
1

5
,1

5
1
,2

1
0

5
,8

9
4
,2

5
0

△
 7

4
3
,0

4
0

行
政

代
執

行
に

よ
る

旧
上

九
一

色
村

硫
酸

ピ
ッ

チ
撤

去
費

等
0

0
7
4
6
,2

5
4

△
 7

4
6
,2

5
4

北
杜

市
須

玉
町

地
内

の
産

業
廃

棄
物

不
適

正
処

理
事

案
対

策
工

事
経

費
1

7
4
3
,9

2
1
,2

0
6

7
4
4
,1

5
4
,2

0
7

△
 2

3
3
,0

0
1

県
補

助
金

返
還

金
4

1
5
,6

0
7
,8

0
4

1
5
,7

5
7
,8

0
4

△
 1

5
0
,0

0
0

緊
急

雇
用

創
出

基
金

事
業

返
還

金
1

1
7
,2

2
8
,5

4
6

1
7
,2

2
8
,5

4
6

0

県
営

住
宅

明
渡

不
履

行
損

害
賠

償
金

7
1
,4

7
5
,0

9
0

1
,4

7
5
,0

9
0

0

県
営

住
宅

無
断

退
去

者
修

繕
費

1
6

1
,4

5
9
,6

5
0

1
,5

2
2
,7

0
0

△
 6

3
,0

5
0

用
地

買
収

費
過

払
金

1
1
,3

3
4
,0

0
0

1
,3

3
4
,0

0
0

0

高
等

学
校

定
時

制
課

程
及

び
通

信
制

課
程

就
学

奨
励

金
貸

付
返

還
金

5
1

4
7
1
,0

0
0

4
8
1
,0

0
0

△
 1

0
,0

0
0

地
域

改
善

対
策

高
等

学
校

等
奨

学
資

金
返

還
金

2
5
0

1
5
,0

3
4
,5

8
0

1
6
,1

1
6
,5

2
2

△
 1

,0
8
1
,9

4
2

そ
の

他
1
1

7
7
2
,2

5
3

7
8
2
,8

1
3

△
 1

0
,5

6
0

計
5
3
4

1
,0

5
5
,7

6
6
,5

7
4

1
,0

5
6
,8

4
6
,5

4
4

△
 1

,0
7
9
,9

7
0

合
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

計
2
0
,2

5
3

4
,2

1
9
,2

6
5
,9

2
2

4
,6

8
0
,3

5
2
,4

1
4

△
 4

6
1
,0

8
6
,4

9
2

単
位

：
件

、
円
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金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

金
　

　
　

額
増

減
率

県
税

1
,5

3
5
,2

2
3
,5

4
9

5
2
.0

7
5
4
,3

1
6
,2

3
3

△
 5

0
.9

6
9
1
,5

4
2
,5

5
4

△
 8

.3
7
0
9
,6

1
2
,7

6
5

2
.6

6
8
6
,1

4
0
,2

8
0

△
 3

.3

地
方

消
費

税
清

算
金

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

地
方

譲
与

税
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

地
方

特
例

交
付

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

地
方

交
付

税
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

交
通

安
全

対
策

特
別

交
付

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

分
担

金
及

び
負

担
金

1
0
8
,4

7
4
,7

0
7

0
.4

1
1
0
,7

9
2
,4

4
4

2
.1

1
1
3
,2

9
0
,1

5
6

2
.3

8
4
,1

7
1
,5

8
0

△
 2

5
.7

4
1
,6

79
,1

6
7

△
 5

0
.5

使
用

料
及

び
手

数
料

3
5
0
,7

6
7
,3

3
7

△
 7

.3
3
4
2
,4

6
9
,9

8
2

△
 2

.4
3
3
1
,3

4
4
,5

4
3

△
 3

.2
3
2
8
,8

0
7
,3

1
2

△
 0

.8
3
6
4
,6

5
0
,8

2
8

1
0
.9

国
庫

支
出

金
0

皆
減

0
-

0
-

0
-

0
-

財
産

収
入

3
5
,8

5
6

△
 9

1
.9

4
0
6
,2

6
2

1
,0

3
3
.0

4
2
3
,7

6
2

4
.3

4
0
6
,2

6
2

△
 4

.1
7
9
2
,7

3
1

9
5
.1

寄
附

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

繰
入

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

繰
越

金
0

-
0

-
0

-
0

-
0

-

諸
収

入
4
,9

1
7
,1

9
5
,4

7
6

△
 1

.0
4
,8

6
2
,3

0
1
,6

7
8

△
 1

.1
4
,6

6
6
,1

7
2
,0

0
5

△
 4

.0
4
,2

6
6
,9

6
7
,2

6
0

△
 8

.6
3
,8

1
2
,1

4
3
,1

9
6

△
 1

0
.7

県
債

0
-

0
-

0
-

0
-

0
-

合合
計計

66
,,99

11
11
,,66

99
66
,,99

22
55

44
..77

66
,,00

77
00
,,22

88
66
,,55

99
99

△△
  11

22
..22

55
,,88

00
22
,,77

77
33
,,00

22
00

△△
  44

..44
55
,,33

88
99
,,99

66
55
,,11

77
99

△△
  77

..11
44
,,99

00
55
,,44

00
66
,,22

00
22

△△
  99

..00

令
　

和
　

２
　

年
　

度
令

　
和

　
３

　
年

　
度

令
　

和
　

４
　

年
　

度
令

　
和

　
６

　
年

　
度

令
　

和
　

５
　

年
　

度

科科
　　

目目
　　

別別
　　

収収
　　

入入
　　

未未
　　

済済
　　

額額
　　

のの
　　

推推
　　

移移

単
位

　
：
円

、
％

科
  

  
 目
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単

位
：
円

、
％

区
分

科
目

（
Ａ

）
（
Ｂ

）
（
B

）
/
（
A

）
（
C

）
（
B

）
-
（
C

）
=
（
D

）
（
D

）
/
（
C

）
6
年

度
5
年

度

1
,0

5
1
,4

7
4
,0

0
0

1
,0

0
4
,2

0
4
,8

8
9

0
4
7
,2

6
9
,1

1
1

9
5
.5

9
7
1
,9

9
2
,7

6
0

3
2
,2

1
2
,1

2
9

3
.3

0.
2

0
.2

4
7
,8

0
9
,2

8
8
,5

9
7

3
8
,6

2
5
,7

9
2
,3

8
6

6
,1

9
0
,0

9
0
,2

4
9

2
,9

9
3
,4

0
5
,9

6
2

8
0
.8

3
2
,9

1
3
,5

3
9
,2

4
8

5
,7

1
2
,2

5
3
,1

38
17

.4
7
.0

6.
0

7
2
,8

8
2
,2

4
1
,5

4
7

6
4
,8

6
4
,4

0
2
,4

5
0

5
,3

2
9
,4

6
8
,2

4
0

2
,6

8
8
,3

7
0
,8

5
7

8
9
.0

6
7
,5

5
4
,7

0
7
,3

5
3

△
 2

,6
9
0
,3

0
4
,9

0
3

△
 4

.0
1
1
.7

1
2
.3

2
0
,1

6
0
,2

6
7
,7

6
0

1
7
,7

5
6
,9

6
4
,6

2
6

9
7
2
,1

2
3
,0

0
0

1
,4

3
1
,1

8
0
,1

3
4

8
8
.1

2
3
,9

8
9
,3

6
6
,6

2
6

△
 6

,2
3
2
,4

0
2
,0

0
0

△
 2

6.
0

3
.2

4.
4

2
,8

8
4
,3

5
7
,0

0
0

1
,7

6
2
,6

9
3
,1

1
8

8
3
6
,4

6
6
,0

0
0

2
8
5
,1

9
7
,8

8
2

6
1
.1

1
,8

4
4
,4

9
1
,6

3
5

△
 8

1
,7

9
8
,5

1
7

△
 4

.4
0
.3

0
.3

4
8
,4

2
5
,9

7
7
,0

1
2

3
2
,5

4
5
,1

6
9
,9

4
7

1
4
,8

6
4
,1

4
4
,1

4
1

1
,0

1
6
,6

6
2
,9

2
4

6
7
.2

3
1
,5

9
5
,4

8
5
,2

6
6

9
4
9
,6

8
4
,6

8
1

3.
0

5
.9

5.
8

8
0
,6

4
3
,3

9
6
,6

1
8

6
0
,9

6
1
,3

4
2
,9

3
7

2
,6

8
5
,2

3
7
,7

0
0

1
6
,9

9
6
,8

1
5
,9

8
1

7
5
.6

7
4
,4

0
4
,1

8
3
,4

4
8

△
 1

3
,4

4
2
,8

4
0
,5

1
1

△
 1

8
.1

1
1
.0

1
3
.6

1
5
4
,8

5
7
,8

2
0
,2

0
5

9
9
,9

3
9
,7

6
9
,7

9
4

5
3
,9

6
6
,1

7
3
,5

0
0

9
5
1
,8

7
6
,9

1
1

6
4
.5

9
5
,2

3
6
,2

7
0
,0

3
1

4
,7

0
3
,4

9
9
,7

6
3

4
.9

1
8
.1

1
7
.4

2
6
,0

7
2
,9

0
0
,5

4
0

2
5
,7

2
6
,1

4
2
,2

8
1

4
4
,8

4
7
,0

0
0

3
0
1
,9

1
1
,2

5
9

9
8
.7

2
2
,2

4
9
,8

3
6
,8

3
5

3
,4

7
6
,3

0
5
,4

4
6

1
5
.6

4
.7

4
.1

9
3
,1

0
3
,9

2
2
,3

0
0

8
9
,2

2
4
,6

4
3
,7

3
9

6
9
5
,9

7
2
,4

0
0

3
,1

8
3
,3

0
6
,1

6
1

9
5
.8

8
4
,3

8
3
,9

0
8
,1

6
0

4
,8

4
0
,7

3
5
,5

7
9

5
.7

1
6
.1

1
5
.4

2
,4

8
6
,4

3
6
,9

7
8

1
,4

7
5
,3

1
0
,2

8
7

6
1
2
,4

5
6
,3

0
0

3
9
8
,6

7
0
,3

9
1

5
9
.3

1
,2

8
5
,3

3
7
,4

9
8

1
8
9
,9

7
2
,7

8
9

1
4
.8

0
.3

0
.2

7
4
,1

3
9
,8

8
1
,0

0
0

7
4
,0

8
9
,4

4
1
,5

0
5

0
5
0
,4

3
9
,4

9
5

9
9
.9

7
3
,8

2
6
,2

3
8
,1

5
2

2
6
3
,2

0
3
,3

5
3

0
.4

1
3
.4

1
3
.5

4
5
,3

7
8
,6

2
9
,0

0
0

4
5
,0

5
4
,8

5
2
,4

4
2

0
3
2
3
,7

7
6
,5

5
8

9
9
.3

3
7
,0

2
8
,1

0
2
,2

0
5

8
,0

2
6
,7

50
,2

37
21

.7
8
.1

6.
8

1
5
0
,1

9
7
,0

0
0

0
0

1
5
0
,1

9
7
,0

0
0

0
.0

0
0

-
0.

0
0
.0

6
7
0
,0
4
6
,7
8
9
,5
5
7

5
5
3
,0
3
0
,7
3
0
,4
0
1

8
6
,1
9
6
,9
7
8
,5
3
0

3
0
,8
1
9
,0
8
0
,6
2
6

8
2
.5

54
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第 ６  決 算 の 概 要 

 
１ 歳入歳出決算について 

（単位：円） 

Ａ Ｂ Ｃ＝Ａ-Ｂ Ｄ Ｅ＝Ｃ－Ｄ

一般 571,305,119,222 553,030,730,401 18,274,388,821 13,501,148,686 4,773,240,135

特別 316,366,014,539 309,433,154,073 6,932,860,466 193,236,500 6,739,623,966

計 887,671,133,761 862,463,884,474 25,207,249,287 13,694,385,186 11,512,864,101

一般 566,633,947,402 547,283,459,217 19,350,488,185 13,772,317,595 5,578,170,590

特別 325,568,100,106 314,855,370,189 10,712,729,917 285,639,117 10,427,090,800

計 892,202,047,508 862,138,829,406 30,063,218,102 14,057,956,712 16,005,261,390

一般 4,671,171,820 5,747,271,184 △ 1,076,099,364 △ 271,168,909 △ 804,930,455

特別 △ 9,202,085,567 △ 5,422,216,116 △ 3,779,869,451 △ 92,402,617 △ 3,687,466,834

計 △ 4,530,913,747 325,055,068 △ 4,855,968,815 △ 363,571,526 △ 4,492,397,289

歳出決算額 歳入歳出差引額
翌年度へ繰り
越すべき財源

実質収支額
年
度

会
計
別

6

5

対
前
年

度
増
減

歳入決算額

 
 

歳入歳出差引額は、一般会計が１８２億７,４３８万８,８２１円、特別会計が６９億３,２８６万

４６６円、合計２５２億７２４万９,２８７円で、前年度と比較して４８億５,５９６万８,８１５円

（１６.２％）減少している。 

歳入歳出差引額から翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支額は、一般会計が４７億

７,３２４万１３５円、特別会計が６７億３,９６２万３,９６６円、合計１１５億１,２８６万

４,１０１円で、前年度と比較して４４億９,２３９万７,２８９円（２８.１％）減少している。 

7,684 7,619
7,521

8,228

8,481

9,283
9,353

8,922
8,876

7,505
7,450

7,338

8,055

8,292

8,960
9,029

8,621 8,624

6,500

7,000

7,500

8,000

8,500

9,000

9,500

28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度

(億円) 一般会計と特別会計を合計した決算額の推移
歳入決算額

歳出決算額
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２ 決算の分析について 

（１）決算収支の状況 

 

① 一般会計                               （単位：円、％） 

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 571,305,119,222 566,633,947,402 4,671,171,820 0.8

歳 出 総 額 B 553,030,730,401 547,283,459,217 5,747,271,184 1.1

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 18,274,388,821 19,350,488,185 △ 1,076,099,364 △ 5.6

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 13,501,148,686 13,772,317,595 △ 271,168,909 △ 2.0

実 質 収 支 額 E=C-D 4,773,240,135 5,578,170,590 △ 804,930,455 △ 14.4

前 年 度 実 質 収 支 額 F 5,578,170,590 9,273,107,895 △ 3,694,937,305 △ 39.8

単 年 度 収 支 額 G=E-F △ 804,930,455 △ 3,694,937,305 2,890,006,850 78.2

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H 46,163,010 10,184,838 35,978,172 353.3

地 方 債 繰 上 償 還 額 I 6,000,000,000 3,000,000,000 3,000,000,000 100.0

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 J 0 0 0 －

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J 5,241,232,555 △ 684,752,467 5,925,985,022 865.4

令和５年度区 分 令和６年度
前年度比較

 

単年度収支額（Ｇ）

＜＜歳歳入入・・歳歳出出等等説説明明図図＞＞

歳出総額（Ｂ） 歳入歳出差引額【形式収支額】（Ｃ）

実質収支額（Ｅ）

歳入総額（Ａ）

翌年度繰越財源額（Ｄ） 前年度実質収支額（Ｆ）

 

一般会計の歳入歳出差引額１８２億７,４３８万８,８２１円から、翌年度へ繰り越すべき財源

１３５億１１４万８,６８６円を差し引いた実質収支額は、４７億７,３２４万１３５円の黒字となっ

ている。 

また、この実質収支額から前年度実質収支額５５億７,８１７万５９０円を差し引いた単年度収支

額は、８億４９３万４５５円の赤字となり、これに財政調整基金積立額４,６１６万３,０１０円及び

地方債繰上償還額６０億円を加算した実質単年度収支額は、５２億４,１２３万２,５５５円の黒字と

なっている。 

なお、実質単年度収支額は、前年度と比較して５９億２,５９８万５,０２２円増加しているが、こ

れは主に単年度収支額と地方債繰上償還額の増加によるものである。 
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  ② 特別会計                               （単位：円、％） 

差引増減額 増減率

歳 入 総 額 A 316,366,014,539 325,568,100,106 △ 9,202,085,567 △ 2.8

歳 出 総 額 B 309,433,154,073 314,855,370,189 △ 5,422,216,116 △ 1.7

歳 入 歳 出 差 引 額
（ 形 式 収 支 額 ）

C=A-B 6,932,860,466 10,712,729,917 △ 3,779,869,451 △ 35.3

翌 年 度 繰 越 財 源 額 D 193,236,500 285,639,117 △ 92,402,617 △ 32.3

実 質 収 支 額 E=C-D 6,739,623,966 10,427,090,800 △ 3,687,466,834 △ 35.4

前 年 度 実 質 収 支 額 F 10,427,090,800 12,002,437,751 △ 1,575,346,951 △ 13.1

単 年 度 収 支 額 G=E-F △ 3,687,466,834 △ 1,575,346,951 △ 2,112,119,883 △ 134.1

財 政 調 整 基 金 積 立 額 H － － － －

地 方 債 繰 上 償 還 額 I － － － －

財 政 調 整 基 金 取 崩 額 J － － － －

実 質 単 年 度 収 支 額 K=G+H+I-J △ 3,687,466,834 △ 1,575,346,951 △ 2,112,119,883 △ 134.1

区 分 令和６年度 令和５年度
前年度比較

 
  特別会計の歳入歳出差引額６９億３,２８６万４６６円から、翌年度へ繰り越すべき財源１億

９,３２３万６,５００円を差し引いた実質収支額は、６７億３,９６２万３,９６６円の黒字となって

いる。 

また、この実質収支額から前年度実質収支額１０４億２,７０９万８００円を差し引いた単年度収

支額は、３６億８,７４６万６,８３４円の赤字となっている。 

 

（２）財政の構造  

 

  財政の構造を示す指標の推移は、次の表のとおりである。 

  令和６年度の財政力指数は０.４０２９２と、前年度と比較して０.０２６１９上昇している。 

  実質収支の標準財政規模に対する割合を示す実質収支比率は１.９％と、前年度と比較して０.３ポ

イント低下している。 

  財政構造の弾力性を示す指標のうち、経常収支比率については８９.７％と、前年度と比較して

１.０ポイント上昇している。 

  公債費による財政負担の度合いを示す指標のうち、公債費負担比率は２１.１％と、前年度と比較

して１.０ポイント上昇している。 

  実質公債費比率（３年平均）は１０.７％と、前年度と比較して０.５ポイント低下（改善）してい

る。 

                           （単位：％（財政力指数を除く）） 

前年度増減

財 政 力 指 数 0.39625 0.41384 0.41833 0.41485 0.40857 0.38432 0.37341 0.37673 0.40292 0.02619

実 質 収 支 比 率 1.7 1.8 1.7 1.6 4.6 1.2 3.8 2.2 1.9 △ 0.3

経 常 収 支 比 率 96.7 96.5 94.9 94.8 93.2 84.5 89.4 88.7 89.7 1.0

公 債 費 負 担 比 率 26.5 26.1 25.0 24.0 22.0 19.5 19.6 20.1 21.1 1.0

実 質 公 債 費 比 率
（ 単 年 度 ）

15.4 15.0 14.0 11.8 11.8 11.5 11.4 11.0 9.9 △ 1.2

実 質 公 債 費 比 率
（ ３ 年 平 均 ） 15.5 15.2 14.8 13.6 12.5 11.6 11.5 11.2 10.7 △ 0.5

3年度 4年度 5年度 6年度区分 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度
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３ 一 般 会 計 

 

（１）歳入概要 

予算現額６,７００億４，６７８万９,５５７円に対し、調定額５,７６７億７,９８３万９,９６２円、

収入済額５,７１３億５１１万９,２２２円で、収入割合は、予算現額に対し８５.３％、調定額に対

しては９９.１％となっている。 

収入済額は、前年度と比較して４６億７,１１７万１,８２０円（０.８％）増加している。 

不納欠損額は、５億６,９３１万４,５３８円、収入未済額は、４９億５４０万６,２０２円である。 

決算額の財源別の構成は、自主財源が２,６９１億１,９５６万９,７５４円（４７.１％）で、前年

度と比較して７０億９,３２７万２,７４９円（２.７％）増加し、歳入総額に占める構成比は０.９ポ

イント増加している。自主財源の主なものは、県税１,０７３億２,１８１万２,００８円、諸収入

７５０億５,５１５万８,１１９円、地方消費税清算金４４０億５,６３２万３,５８９円及び繰越金

１９３億５,０４８万８,１８５円である。 

一方、依存財源は３,０２１億８,５５４万９,４６８円（５２.９％）で、前年度と比較して２４億

２,２１０万９２９円（０．８％）減少している。依存財源の主なものは、地方交付税１,４７２億

５,４２６万円、国庫支出金７６２億５,０１５万６,４６８円、県債５６７億１,１００万円及び地方

譲与税１８９億５,２７３万６,０００円である。 

 

第１款  県 税 

 

 
 

○ 収入済額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税                     ３２,２９３,２４２,６６１円 

  法人事業税                     ３０,１５８,７５４,８３９円 

  地方消費税譲渡割                 １５,８６２,２１５,８２３円 

  自動車税種別割                １２,４７９,４４１,０４２円 

 

・増減額の主な内容 

地方消費税譲渡割                ５,８６８,５７９,７３７円増 

法人事業税                     ９１５,２６７,８６８円増 

軽油引取税                     １７９,４３６,６１４円増 

不動産取得税                    １０７,９２４,２６９円増 

個人県民税                     ６２９,９６７,２９３円減 

自動車税種別割                    ６９,２６７,２８４円減 

法人県民税                      ３３,２４９,６６７円減 

（旧法による税）自動車取得税             ３２,７５０,４００円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

（理由別） 

滞納処分執行停止後 3年経過(地方税法第 15条の 7第 4項)２９,０２４,１３０円 

納付納入義務の即時消滅(地方税法第 15 条の 7第 5項)    ２４,３００,２７６円 

時効(地方税法第 18条)                １７,３３８,９７６円 

 

 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

106,103,382,000 108,078,615,670 107,321,812,008 70,663,382 686,140,280 1,218,430,008 101.1 99.3

100,296,072,000 101,484,470,953 100,722,236,617 52,621,571 709,612,765 426,164,617 100.4 99.2

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.7 0.1

△ 23,472,485

96.7

6,594,144,717

106.5 106.6

18,041,811

134.3

年度

金
額

5,807,310,000 6,599,575,391

率
％

対
前
年

度
比
較

6

5

105.8
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・増減額の主な内容 

不動産取得税                       ６,２６７,４６７円増 

個人事業税                       ５,８５６,００１円増 

（旧法による税）自動車税              １,４５７,９８８円減 

個人県民税                       ７７６,５５２円減 

   

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

  個人県民税滞納繰越分              ３１５,２４８,０９５円 

  個人県民税現年課税分              ２０２,８０１,４８１円 

  法人事業税滞納繰越分               ４５,２１６,６２６円 

  自動車税種別割現年課税分             ２５,５７８,９４２円 

   

・増減額の主な内容 

個人県民税滞納繰越分               １７,１６７,６４９円増 

不動産取得税現年課税分               ６,７８３,９６０円増 

法人事業税滞納繰越分                ３,５６６,０９４円増 

個人県民税現年課税分                ３０,５５４,１７５円減 

不動産取得税滞納繰越分              １０,１６１,２９４円減 

個人事業税滞納繰越分                ４,６３７,９６９円減 

 

 

第２款  地方消費税清算金 

 

 
 

 

第３款  地方譲与税 

 

 
 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

  特別法人事業譲与税              １７,４６９,３４０,０００円 

  地方揮発油譲与税                １,２２２,８５９,０００円 

 

・増減額の主な内容 

特別法人事業譲与税              ２,１９５,５９９,０００円増 

森林環境譲与税                    ４,３２９,０００円増 

地方揮発油譲与税                   ２０,５９７,０００円減 

    石油ガス譲与税                   ７,８８９,０００円減 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

44,054,380,000 44,056,323,589 44,056,323,589 0 0 1,943,589 100.0 100.0

42,075,546,000 42,074,521,391 42,074,521,391 0 0 △ 1,024,609 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

－

01,978,834,000 1,981,802,198 1,981,802,198 0

104.7 104.7 104.7 －

年度

5

対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

6

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

18,941,008,000 18,952,736,000 18,952,736,000 0 0 11,728,000 100.1 100.0

16,321,165,000 16,781,348,000 16,781,348,000 0 0 460,183,000 102.8 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 2.7 0.0

0

116.1 112.9 112.9 － －

2,619,843,000 2,171,388,000 2,171,388,000 0

率
％

年度

6

5

対
前
年

度
比
較

金
額
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第４款  地方特例交付金 

 

 
 

 

第５款  地方交付税 

 

 
 

 

第６款  交通安全対策特別交付金 

 

 
 

 

第７款  分担金及び負担金 

 

 
 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

農林水産業費負担金                   １,８４４,６８２,８６９円 

土木費負担金                        ５５１,９３３,０８６円 

民生費負担金                  １７６,２６０,４８４円 

衛生費負担金                          ９,９７７,４８１円 

総務費負担金                         １,２５３,０００円 

 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

2,846,814,000 2,846,813,000 2,846,813,000 0 0 △ 1,000 100.0 100.0

494,256,000 494,255,000 494,255,000 0 0 △ 1,000 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

6

年度

2,352,558,000 2,352,558,000対
前
年

度
比
較

5

2,352,558,000 0 0

率
％

576.0 576.0 576.0 － －

金
額

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

147,188,767,000 147,254,260,000 147,254,260,000 0 0 65,493,000 100.0 100.0

146,598,107,000 146,611,471,000 146,611,471,000 0 0 13,364,000 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

642,789,000642,789,000 0 0

100.4 100.4 100.4 － －

590,660,000対
前
年

度
比
較 率

％

年度

金
額

6

5

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

216,000,000 170,584,000 170,584,000 0 0 △ 45,416,000 79.0 100.0

238,000,000 178,918,000 178,918,000 0 0 △ 59,082,000 75.2 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
3.8 0.0

90.8 95.3 95.3 － －

金
額

△ 22,000,000 △ 8,334,000 △ 8,334,000 0

5

率
％

対
前
年

度
比
較

6

0

年度

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

4,274,621,429 2,675,154,245 2,584,106,920 49,368,158 41,679,167 △ 1,690,514,509 60.5 96.6

4,305,702,876 2,769,815,196 2,650,132,459 35,511,157 84,171,580 △ 1,655,570,417 61.5 95.7

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.0 0.9

△ 94,660,951

率
％

△ 66,025,539 13,857,001 △ 42,492,413△ 31,081,447

99.3 96.6 97.5 139.0 49.5

6

5

金
額

年度

対
前
年

度
比
較
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   ・増減額の主な内容 

民生費負担金                   ６２,３７１,７８８円増 

農林水産業費負担金                ６９,８８７,４４３円減 

土木費負担金                          ４１,０８２,５４１円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

    土木費負担金                   ４２,９２１,５８９円 

民生費負担金                     ６,４４６,５６９円 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

  児童福祉費負担金                      ４１,６７９,１６７円 

 

 

第８款  使用料及び手数料 

 

 
 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

土木使用料                     ２,７７９,５４４,６３９円 

教育使用料                     １,６６８,６６２,７１３円 

証紙収入                      １,２０２,５７２,５８０円 

民生使用料                        ９００,２４９,３７０円 

 

   ・増減額の主な内容 

    総務使用料                   ２９９,６０９,２５７円増 

民生使用料                    ４２,３７６,６７６円増 

教育使用料                    ５４,６４６,３８６円減 

土木使用料                    ３１,５５９,６８３円減 

   

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

県営住宅使用料                       ３２０,９９６,５６７円 

道路使用料                    ３１,９１６,４２８円 

県営住宅駐車場使用料                     ５,１５４,５００円 

児童福祉費使用料                       ３,１４２,０８４円 

河川使用料                     １,９７８,７０１円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

7,223,847,000 7,481,634,394 7,116,983,566 0 364,650,828 △ 106,863,434 98.5 95.1

6,991,449,000 7,186,707,752 6,856,852,144 1,048,296 328,807,312 △ 134,596,856 98.1 95.4

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.4 △ 0.3

110.9

232,398,000 294,926,642

率
％

260,131,422 △ 1,048,296 35,843,516

年度

金
額

103.3 104.1 103.8 皆減

対
前
年

度
比
較

6

5
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第９款  国庫支出金 

 

 
 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

土木費国庫補助金                 ２９,３９７,１６６,９４０円 

教育費国庫負担金              １５,５９２,１１１,３９３円 

農林水産業費国庫補助金           １２,６４８,８６２,２９１円 

民生費国庫補助金               ２,６１０,９３２,１７３円 

民生費国庫負担金               ２,３０１,２２５,３０３円 

教育費国庫補助金                    ２,２７２,２６８,１４８円 

 

   ・増減額の主な内容 

土木費国庫補助金                   ２,３１５,０２８,５７０円増 

教育費国庫負担金                 ６５９,５６１,９９９円増 

総務費国庫委託金                  ５９２,４２４,８１１円増 

警察費国庫補助金                        ４５９,４５９,２７６円増 

公共事業特例法精算費国庫補助金          ３２５,５４１,９１２円増 

商工費国庫補助金                  ８,６９６,３７６,６０８円減 

民生費国庫補助金               ４,４８７,３９７,３０３円減 

衛生費国庫補助金                    ４,０７４,２９３,４２３円減 

総務費国庫補助金               ２,１６５,３７４,１６６円減 

民生費国庫負担金                 ４６３,６５７,９０８円減 

 

第１０款  財産収入 

 

 
 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

生産物売払収入                 ２９７,４８１,７４５円 

利子及び配当金                 １９３,７２７,７４３円 

財産貸付収入                  １８７,５６６,３３１円 

不動産売払収入                 １５２,８１１,３２３円 

 

   ・増減額の主な内容 

利子及び配当金                  ９８,９５４,０４３円増 

物品売払収入                   ４６,６６６,４７６円増 

不動産売払収入                 １０９,９５６,７３１円減 

出えん金返還収入                 ３８,９４２,９１７円減 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

114,972,274,716 76,250,156,468 76,250,156,468 0 0 △ 38,722,118,248 66.3 100.0

133,869,727,064 91,868,658,397 91,868,658,397 0 0 △ 42,001,068,667 68.6 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 2.3 0.0

△ 15,618,501,929 0

年度

0対
前
年

度
比
較

金
額

85.9 83.0 83.0 － －

△ 18,897,452,348 △ 15,618,501,929

率
％

6

5

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

797,582,000 902,780,767 901,988,036 0 792,731 104,406,036 113.1 99.9

771,029,000 883,357,406 882,951,144 0 406,262 111,922,144 114.5 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 1.4 △ 0.1

19,036,892 0 386,469対
前
年

度
比
較

金
額

26,553,000 19,423,361

率
％

103.4 102.2 102.2 － 195.1

5

年度

6
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第１１款  寄附金 

 

 
 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

指定寄附金                        ９１９,３７１,２５７円 

一般寄附金                          １,５６０,２６４円 

 

・増減額の内容 

 一般寄附金                       ９５０,０００円増 

    指定寄附金                    ２７,８４７,３９９円減 

 

 

第１２款  繰入金 

 

 
 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

基金繰入金                  ６,７６７,９３３,６２０円 

特別会計繰入金                 ５,０４３,８４４,１９０円 

 

   ・増減額の内容 

特別会計繰入金                ４,２１４,２８３,００８円増 

基金繰入金                   ２,５７４,０１４,０３９円増 

 

 

第１３款  繰越金 

 

 
 

 

 

 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

875,826,000 920,931,521 920,931,521 0 0 45,105,521 105.2 100.0

867,841,000 947,828,920 947,828,920 0 0 79,987,920 109.2 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 4.0 0.0

年度

金
額

7,985,000 △ 26,897,399 △ 26,897,399 0 0

100.9 97.2 97.2 － －

6

5

対
前
年

度
比
較 率

％

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

12,026,522,000 11,811,777,810 11,811,777,810 0 0 △ 214,744,190 98.2 100.0

5,314,049,000 5,023,480,763 5,023,480,763 0 0 △ 290,568,237 94.5 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
3.7 0.0

－ －

6,712,473,000 6,788,297,047 06,788,297,047 0対
前
年

度
比
較

金
額

226.3 235.1 235.1

6

年度

5

率
％

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

19,350,488,595 19,350,488,185 19,350,488,185 0 0 △ 410 100.0 100.0

20,110,659,902 20,110,659,797 20,110,659,797 0 0 △ 105 100.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.0 0.0

率
％

△ 760,171,612 0 0対
前
年

度
比
較

金
額

96.2 96.2 96.2 － －

△ 760,171,307 △ 760,171,612

6

5

年度
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第１４款  諸収入 

 

 
 

○ 決算額の主な内容は、次のとおりである。 

商工貸付金等償還金             ５０,８５３,１１８,０００円 

土木貸付金等償還金              ７,３６３,０３２,９４４円 

総務貸付金等償還金               ５,６６８,８２６,２７９円 

雑入                     ３,５３６,５１５,７６８円 

衛生貸付金等償還金              ３,３３６,９５０,７２９円 

宝くじ収入                  ２,０１６,５９４,５６０円 

 

   ・増減額の主な内容 

教育受託事業収入                １９１,３２８,３７３円増 

民生貸付金等償還金                １３３,７６９,７５０円増 

雑入                       １１２,１８０,２５６円増 

延滞金、加算金及び過料等              ２２,８３８,２６８円増 

衛生貸付金等償還金                  ４,０９８,１５３円増 

商工貸付金等償還金              ６,４８３,８８３,０００円減 

土木貸付金等償還金                ６５６,２５３,５３４円減 

総務貸付金等償還金                ３３０,３０１,２５１円減 

総務受託事業収入                 ２３６,９２６,１５２円減 

土木受託事業収入                 ２１１,９６０,９７８円減 

 

○ 不納欠損額の内容は、次のとおりである。 

違約金及び延納利息               ４２８,２０３,６４０円 

雑入                        １０,２３９,１０１円 

延滞金、加算金及び過料等              ９,３９９,２５７円 

弁償金                       １,４４１,０００円 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

  違約金及び延納利息                  ２,５６９,８８３,８８９円 

雑入                         １,０５５,７６６,５７４円 

農業改良資金貸付金償還金             ９２,９５５,９１０円 

延滞金、加算金及び過料等             ４６,０２６,５９３円 

教育奨励資金貸付金償還金              １１,１３９,６００円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

91,203,276,817 79,316,584,313 75,055,158,119 449,282,998 3,812,143,196 △ 16,148,118,698 82.3 94.6

91,195,473,413 87,271,756,273 82,757,633,770 247,155,243 4,266,967,260 △ 8,437,839,643 90.7 94.8

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
△ 8.4 △ 0.2

年度

△ 7,702,475,651 202,127,755 △ 454,824,064

100.0 90.9 90.7 181.8 89.3

金
額

7,803,404 △ 7,955,171,960

率
％

5

6

対
前
年

度
比
較
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第１５款  県 債 

 

 
 

○ 決算額の内容は、次のとおりである。 

一般補助事業債                    ３４,１７７,０００,０００円 

単独事業債                     ２１,８６３,０００,０００円 

災害復旧事業債                        ６７１,０００,０００円 

 

・増減額の内容 

単独事業債                 ５,３８７,０００,０００円増 

一般補助事業債                      ２,４６９,０００,０００円増 

災害復旧事業債                        １８２,０００,０００円増 

 

 

 

 

 

 

                

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円     の比較増減 円 済額の割合% 額の割合 %

99,972,000,000 56,711,000,000 56,711,000,000 0 0 △ 43,261,000,000 56.7 100.0

86,910,000,000 48,673,000,000 48,673,000,000 0 0 △ 38,237,000,000 56.0 100.0

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ
0.7 0.0

0

6

5

0

－115.0 116.5 116.5 －

13,062,000,000 8,038,000,000 8,038,000,000対
前
年

度
比
較

金
額

率
％

年度

県県債債残残高高 （単位：千円）

区　　　分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

現　在　高 945,674,244 938,509,827 918,588,772 896,542,423 881,896,051
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令和６年度県債発行内訳

一 般 補 助 施 設 150,000

防 災 対 策 事 業 551,000

684,000

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 10,956,000

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 1,377,000

事　　　業　　　名 　　金　額　（千円）

災
害
復
旧
事
業
債

防 災 ・ 減 災 ・ 国 土 強 靱 化
緊 急 対 策 事 業

11,963,000

計 34,177,000

災 害 復 旧 事 業 671,000

計 671,000

一
般
補
助
事
業
債

公 共 事 業 等 22,064,000

県 立 病 院 機 構 貸 付 金 1,365,000

合　　　　　　　計 56,711,000

そ の 他 ６ 事 業 2,555,000

計 21,863,000

単
独
事
業
債

緊 急 浚 渫 推 進 事 業

公共施設等適正管理推進事業 3,056,000

1,319,000

地 域 活 性 化 事 業
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（２）歳出概要 

予算現額６,７００億４,６７８万９,５５７円に対し、支出済額は５,５３０億３,０７３万

４０１円で、前年度と比較して執行率は８２.５％で、前年度を０.９ポイント下回っている。     

  翌年度繰越額は、８６１億９,６９７万８,５３０円であり、この主なものは、土木費５３９億

６,６１７万３,５００円、農林水産業費１４８億６,４１４万４,１４１円、総務費６１億９,００９万

２４９円、民生費５３億２,９４６万８,２４０円、商工費２６億８,５２３万７,７００円、衛生費９億

７,２１２万３,０００円及び労働費８億３,６４６万６,０００円である。 

  不用額は、３０８億１,９０８万６２６円であり、この主なものは、商工費１６９億９,６８１万

５,９８１円、教育費３１億８,３３０万６,１６１円、総務費２９億９,３４０万５,９６２円、民生

費２６億８,８３７万８５７円、衛生費１４億３,１１８万１３４円、農林水産業費１０億１,６６６万

２,９２４円及び土木費９億５,１８７万６,９１１円である。 

 

第１款 議会費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.8

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

6 1,051,474,000 1,004,204,889 0 0 0 47,269,111 95.5

5 1,009,752,000 971,992,760 0 0 0 37,759,240 96.3

対
前
年

度
比
較

金
額 41,722,000 32,212,129 0 0 0 9,509,871

率
％ 104.1 103.3 － － － 125.2

 

  ○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

    議会費                   １,００４,２０４,８８９円 
 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 議会費 1 議会費 47,269,111 議会運営費

0

47,269,111

項 目

その他

合計  

 
 

第２款 総務費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 1.4

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

6 47,809,288,597 38,625,792,386 0 6,189,540,249 550,000 2,993,405,962 80.8

5 40,018,193,004 32,913,539,248 0 4,017,104,597 17,020,000 3,070,529,159 82.2

対
前
年

度
比
較

金
額 7,791,095,593 5,712,253,138 0 2,172,435,652 △ 16,470,000 △ 77,123,197

率
％ 119.5 117.4 － 154.1 3.2 97.5

 

  ○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。        

  総務管理費                   １６,８２１,６５１,８９２円 

企画費                                    １４,４８１,８３４,３０９円 

徴税費                     ３,７３３,５１７,８８６円 

防災費                   １,４６９,８５６,９６１円 

市町村振興費                  ９７９,００４,７７１円 

選挙費                                      ５４８,７９６,２９８円 

統計調査費                   ３１７,２４７,５５６円 

監査委員費                      １５０,５４５,６５９円 

人事委員会費                  １２３,３３７,０５４円 
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・増減額の内容 

企画費                   ３,８３０,９４６,８９６円増 

総務管理費                                  １,４１５,９８１,９１０円増 

選挙費                      ３５５,２７３,９２０円増 

統計調査費                    ５３,６００,３１８円増 

徴税費                       ４１,６９１,６２６円増 

防災費                      ３９,３４７,８７４円増 

人事委員会費                    １,６３８,４７７円増 

市町村振興費                   ２３,５２３,６９２円減 

監査委員費                     ２,７０４,１９１円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

1 総務管理費                                                  7 財産管理費                                                  1,447,678,400 公共施設等適正管理推進事業費

8 青少年総合対策費                                            12,465,000 青少年育成事業費

9 交通安全推進費                                              21,702,900 公共交通活性化総合対策事業費

11 情報管理費                                                  73,950,550 DX推進事業費

2 企画費                                                      1 企画総務費                                                  1,830,011,399 地球環境問題対策費

クリーンエネルギー普及促進事業費

研究・企画費

コーポレートブランド「やまなし」推進事業費

富士山世界文化遺産保存活用推進事業費 ほか

6 防災費                                                      1 防災総務費                                                  2,803,732,000 防災行政無線管理費

防災対策費

0

6,189,540,249合計

項 目

その他

 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 総務管理費 1 一般管理費 119,014,577 職員給与費等

2 人事管理費 207,969,413 退職手当 

健康管理費

7 財産管理費 1,076,327,848 公共施設等適正管理推進事業費

庁舎等維持管理費

庁内管理費 

集中管理特別会計繰出金 

8 青少年総合対策費 17,484,057 青少年育成事業費

10 消費者行政費 79,865,126 再配達削減推進事業費補助金  

12 地域県民センター費 30,666,575 地域県民センター運営管理費

16 住みよい地域づくり推
進費

39,199,730 地域づくり推進事業費

18 男女共同参画費 90,641,624 男女共同参画推進センター運営管理費

男女共同参画推進費

20 諸費 29,921,597 国際交流推進事業費  

2 企画費 1 企画総務費 839,438,698 地球環境問題対策費

クリーンエネルギー普及促進事業費

ふるさと納税促進対策事業費

富士山安全対策費 

わくわく地方生活実現事業費　ほか

5 選挙費
1 衆議院議員総選挙・最
高裁裁判官国民審査費

95,546,270 衆議院議員総選挙・最高裁判所裁判官国民審査費

6 防災費 1 防災総務費 26,396,353 防災対策費

340,934,094

2,993,405,962

項 目

その他

合計  
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第３款 民生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

3.6

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

6 72,882,241,547 64,864,402,450 0 5,131,154,240 198,314,000 2,688,370,857 89.0

5 79,091,590,368 67,554,707,353 0 4,866,850,547 83,596,000 6,586,436,468 85.4

対
前
年

度
比
較

金
額 △ 6,209,348,821 △ 2,690,304,903 0 264,303,693 114,718,000 △ 3,898,065,611

率
％ 92.1 96.0 － 105.4 237.2 40.8

 

  ○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

社会福祉費                   ４６,９０１,２９７,２６１円 

児童福祉費                   １６,７６５,３３２,０７６円 

生活保護費                    １,１６５,２６８,６８４円 

災害救助費                       ３２,５０４,４２９円 

 

・増減額の内容 

 生活保護費                    ６６,９９７,８０６円増 

社会福祉費                     ２,４８０,７２１,５３５円減 

児童福祉費                       ２５３,２３４,３７１円減 

災害救助費                        ２３,３４６,８０３円減 

 

  ○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

1 社会福祉費 1 社会福祉総務費 2,185,240,000 障害福祉諸費

社会福祉諸費

3 老人福祉費 1,155,812,000 介護基盤整備等事業費

介護保険事業費

4 知的障害者福祉費 1,111,226,000 知的障害者援護費

2 児童福祉費 1 児童福祉総務費 663,039,240 子育て支援総合対策事業費

愛宕山こどもの国運営費

4 児童福祉施設費 15,837,000 あけぼの医療福祉センター費

0

5,131,154,240合計

項 目

その他

 
 

  ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

事故繰越 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

1 社会福祉費 3 老人福祉費 198,314,000 介護基盤整備等事業費

老人福祉施設整備費

0

198,314,000合計

項 目

その他
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 社会福祉費 1 社会福祉総務費 892,981,275 介護福祉士等確保対策費

生活困窮者自立支援事業費

社会福祉諸費

障害福祉諸費

職員給与費等　ほか

2 身体障害者福祉費 144,811,358 身体障害者総合援護費

3 老人福祉費 493,163,830 介護保険事業費

介護基盤整備等事業費

施設入所老人対策費

介護福祉総合支援センター設置運営費   

4 知的障害者福祉費 29,441,814 知的障害者援護費

5 障害者自立支援費 18,892,496 介護等給付費

6 婦人保護対策費 13,529,666 女性相談所費

8 国民健康保険指導費 285,754,768 国民健康保険安定化対策事業費

9 社会福祉村費 31,258,330 社会福祉村管理費

2 児童福祉費 1 児童福祉総務費 249,235,947 職員給与費等

子育て支援総合対策事業費

放課後児童対策費

医療的ケア児援護費

愛宕山こどもの国運営費

2 児童措置費 138,081,268 障害児施設給付費

児童措置費

3 母子福祉費 48,649,242 ひとり親家庭医療費助成事業費

4 児童福祉施設費 150,613,262 あけぼの医療福祉センター費

甲陽学園運営費

子ども心理治療センター運営費

子どもの心のケア総合拠点整備事業費

3 生活保護費 2 扶助費 80,115,397 扶助費

4 災害救助費 1 救助費 102,964,571 災害救助基金特別会計繰出金

救助費

8,877,633

2,688,370,857

項 目

その他

合計  
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第４款 衛生費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

7.3

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

6 20,160,267,760 17,756,964,626 0 952,123,000 20,000,000 1,431,180,134 88.1

5 29,701,276,468 23,989,366,626 0 838,959,760 0 4,872,950,082 80.8

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 9,541,008,708 △ 6,232,402,000 0 113,163,240 20,000,000 △ 3,441,769,948

率
％

67.9 74.0 － 113.5 皆増 29.4
 

  ○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

医薬費                      ８,８２７,７６０,７４９円 

公衆衛生費                 ５,９１５,９２３,４６０円 

環境衛生費                    ２,０１５,７７１,０４５円 

保健所費                    ９９７,５０９,３７２円 

 

・増減額の内容 

医薬費                         ５０２,９１６,８０１円増 

保健所費                      ３８,４５９,８２７円増 

公衆衛生費                     ６,６７９,３０８,０３６円減 

環境衛生費                    ９４,４７０,５９２円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

1 公衆衛生費 2 予防費 139,066,000 感染症予防費

3 精神保健費 34,000,000 精神障害者保護対策費

2 環境衛生費 2 食品衛生指導費 25,173,000 所運営費

食品衛生指導監視事業費

3 環境衛生指導費 6,474,000 センター運営費

4 公害対策費 66,189,000 水質監視測定調査費

大気監視指導調査費

4 医薬費 2 医務費 681,221,000 医療機関等指導費

0

952,123,000合計

項 目

その他

 
 

  ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

事故繰越 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

1 公衆衛生費 2 予防費 20,000,000 感染症措置費

0

20,000,000合計

項 目

その他
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  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 公衆衛生費 1 公衆衛生総務費 247,267,196 乳幼児医療対策費

母子保健推進事業費

職員給与費等

小児医療対策費

原爆被爆者医療対策費

2 予防費 396,685,362 感染症措置費

感染症予防費

特定疾患対策費

感染症対策推進費

結核対策費

3 精神保健費 78,016,634 精神障害者医療費

精神障害者保護対策費

自殺対策総合事業費

5 衛生環境研究所費 17,330,050 所運営費

2 環境衛生費 1 環境衛生総務費 45,975,143 職員給与費等

3 環境衛生指導費 189,626,340 産業廃棄物最終処分場管理事業費

浄化槽対策費

3 保健所費 1 保健所費 37,644,141 所運営費

4 医薬費 1 医薬総務費 92,287,836 職員給与費等

2 医務費 180,867,846 救急医療対策費

医師確保対策費

病院等施設整備推進事業費

在宅医療推進事業費

災害医療対策費

3 保健師等指導管理費 91,826,671 保健師等指導費

看護師等養成所指導費

53,652,915

1,431,180,134

項 目

その他

合計  

 

 

第５款 労働費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 1.9

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

6 2,884,357,000 1,762,693,118 0 836,466,000 0 285,197,882 61.1

5 2,928,206,000 1,844,491,635 0 242,050,000 0 841,664,365 63.0

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 43,849,000 △ 81,798,517 0 594,416,000 0 △ 556,466,483

率
％

98.5 95.6 － 345.6 － 33.9
 

  ○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

職業訓練費                    １,２５０,２６７,９４３円 

労政費                      ３１５,７８９,２５０円 

労働力対策費                    １２６,７８０,２９９円 

労働委員会費                     ６９,８５５,６２６円 

 

・増減額の内容 

職業訓練費                    ３６,３７５,３５５円減 

労政費                      ３０,６９１,４９６円減 

労働力対策費                   １１,６００,１９９円減 

労働委員会費                    ３,１３１,４６７円減 
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○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

1 労政費 2 労働教育費 11,916,000 労使関係調整費

3 労働福祉費 746,900,000 仕事と家庭の両立支援事業費

2 職業訓練費 1 職業能力開発総務費 36,753,000 職業能力開発運営指導費

3 職業能力開発校費 7,709,000 普通課程訓練費

4 産業技術短期大学校費 33,188,000 専門課程訓練費

0

836,466,000合計

項 目

その他

 

 

  ○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 労政費 3 労働福祉費 55,812,970 勤労者福祉資金対策費

仕事と家庭の両立支援事業費

2 職業訓練費 3 職業能力開発校費 142,277,286 離転職者訓練費

職業能力開発校ＩＴ高度化対応能力開発基盤整備事業費

障害者職業能力開発費

職業能力開発校管理費

4 産業技術短期大学校費 41,355,820 専門課程訓練費

産業技術短期大学校管理費

3 労働力対策費 1 雇用対策費 19,001,701 雇用推進事業費

26,750,105

285,197,882

項 目

その他

合計  

 

 

第６款 農林水産業費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.9

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

6 48,425,977,012 32,545,169,947 0 14,367,394,341 496,749,800 1,016,662,924 67.2

5 47,650,512,084 31,595,485,266 0 13,162,190,756 1,414,819,256 1,478,016,806 66.3

対
前
年

度
比
較

金
額

775,464,928 949,684,681 0 1,205,203,585 △ 918,069,456 △ 461,353,882

率
％

101.6 103.0 － 109.2 35.1 68.8
 

  ○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

農地費                   １３,３４０,７９２,０２８円 

林業費                   １２,１０２,７９９,４１８円 

農業水産業費                  ５,６０６,２２３,８５７円 

畜産業費                      １,４９５,３５４,６４４円 

 

・増減額の内容 

農地費                     １,２３２,２８３,６１５円増 

畜産業費                         ７１,２６３,４３７円増 

農業水産業費                    １０,００５,６５２円増 

林業費                         ３６３,８６８,０２３円減 
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○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

1 農業水産業費 1 農業総務費 42,068,930 やまなし農産物地産地消推進事業費

農産物魅力発信事業費

6 水産業振興費 36,243,000 水産技術センター運営費

漁業調整指導費

富士湧水の里水族館管理費

魚苗生産事業費

8 果樹園芸等振興費 601,837,000 やまなし産地生産基盤パワーアップ事業費

施設園芸等経営強化支援事業費

省エネ・再エネ設備導入加速化事業費

高品質果実生産推進事業費

フラワーセンター管理費

10 農業改良普及費 71,969,000 就農促進総合支援事業費

鳥獣害防止対策総合実践事業費

環境にやさしい農業推進事業費

11 農林大学校費 26,691,000 総務費

12 総合農業技術センター費 174,403,000 総合農業技術センター運営費

13 果樹試験場費 21,694,000 果樹試験場運営費

2 畜産業費 2 畜産振興費 308,380,000 飼料関係対策事業費

鶏の改良増殖費

新銘柄豚生産拡大促進事業費

県立牧場管理費

3 家畜保健衛生費 10,894,000 家畜病性鑑定事業費

家畜保健衛生所運営費

4 畜産試験費 75,194,000 畜産酪農技術センター運営費

5 酪農試験費 33,970,000 畜産酪農技術センター運営費

3 農地費 1 農地総務費 23,820,000 地籍調査事業費

2 土地改良費 6,071,699,632 畑地帯総合整備事業費

中山間地域総合整備事業費

経営体育成基盤整備事業費

耕作放棄地解消・発生防止基盤整備事業費

かんがい排水事業費 ほか

3 農地防災事業費 2,130,362,196 防災重点農業用ため池緊急整備事業費

用排水施設等整備事業費

たん水防除事業費

農村災害対策整備事業費

土地改良施設耐震対策事業費　ほか

4 林業費 2 緑のふるさと推進事業費 9,700,000 武田の杜価値向上事業費

金川公園管理費

3 林業振興指導費 426,747,634 林業・木材産業等経営安定対策事業

木材加工流通施設整備事業費

高性能林業機械等整備事業費

種苗林木育種費

松くい虫等被害森林景観対策事業費 ほか

4 造林費 554,160,242 造林費

森林環境保全推進事業

森林環境保全推進支援事業

松くい虫等被害地域対策事業費

5 林道費 816,243,000 森林管理道開設費

林道改良費

森林居住環境整備事業費

山村地域活性化林道整備事業費

林道舗装費

6 治山費 2,866,730,707 復旧治山費

予防治山費

水源地域緊急整備事業費

地すべり防止費

障害防止対策治山事業費　ほか

7 鳥獣管理費 64,587,000 狩猟管理指導費

特定鳥獣保護管理費

0

14,367,394,341合計

項 目

その他

 
 



� — 45 —

○ 事故繰越の主な内容は、次のとおりである。 

事故繰越 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

3 農地費 2 土地改良費 195,734,000 畑地帯総合整備事業費

県単土地改良事業費

3 農地防災事業費 137,600,000 防災重点農業用ため池緊急整備事業費

用排水施設等整備事業費

4 林業費 5 林道費 29,383,000 森林管理道開設費

林道改良費

7 鳥獣管理費 134,032,800 狩猟管理指導費

0

496,749,800合計

項 目

その他

 
 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 農業水産業費 1 農業総務費 76,438,001 農業委員会指導費

農政諸費

7 主要農作物生産対策費 19,236,733 新たな水田農業確立推進事業費

8 果樹園芸等振興費 112,907,383 やまなし産地生産基盤パワーアップ事業費

省エネ・再エネ設備導入加速化事業費

10 農業改良普及費 104,749,926 就農促進総合支援事業費

試験研究調整事業費

2 畜産業費 1 畜産総務費 13,874,878 職員給与費等

2 畜産振興費 55,685,917 県立牧場管理費

4 畜産試験費 28,837,157 畜産酪農技術センター運営費

5 酪農試験費 12,106,787 畜産酪農技術センター運営費

3 農地費 1 農地総務費 16,999,436 職員給与費等

2 土地改良費 41,750,052 県単土地改良事業費

4 林業費 1 林業総務費 127,115,205 職員給与費等

県有林振興事業助成費

林政諸費

3 林業振興指導費 74,737,876 林業資金対策費

林業労働力対策費

6 治山費 200,000,992 災害関連緊急治山費

7 鳥獣管理費 31,265,857 特定鳥獣保護管理費

8 林業試験費 16,413,608 施設管理運営費

84,543,116

1,016,662,924

項 目

その他

合計  
 

 

第７款 商工費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 10.1

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

6 80,643,396,618 60,961,342,937 0 2,675,590,700 9,647,000 16,996,815,981 75.6

5 86,863,340,039 74,404,183,448 0 2,297,295,000 103,850,618 10,058,010,973 85.7

対

前

年

度

比

較

金
額

△ 6,219,943,421 △ 13,442,840,511 0 378,295,700 △ 94,203,618 6,938,805,008

率
％

92.8 81.9 － 116.5 9.3 169.0
 

  ○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

商工費                                    ５９,９７９,７５７,３４２円 

観光費                                         ９８１,５８５,５９５円 

 

・増減額の内容 

商工費                    ９,０５０,６６８,２９９円減 

観光費                     ４,３９２,１７２,２１２円減 



� — 46 —

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

1 商工費 1 商工総務費 820,651,000 起業・創業活性化事業費
中小企業支援基盤整備事業費

2 商工振興費 1,770,044,000 商工会等指導費
流通近代化対策費

6 企業立地対策費 17,303,000 企業立地対策費

2 観光費 1 観光総務費 35,036,000 映像産業招致推進事業費
観光地活性化・再生事業費

2 観光施設費 32,556,700 観光施設維持補修費

0

2,675,590,700合計

項 目

その他

 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

事故繰越 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

2 観光費 2 観光施設費 9,647,000 観光施設維持補修費

0

9,647,000合計

項 目

その他

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 商工費 1 商工総務費 361,928,572 基盤的技術産業集積活性化推進事業費
アイメッセ山梨運営費
職員給与費等
医療機器産業集積育成費
起業・創業活性化事業費　　　　　　　ほか

2 商工振興費 204,224,414 商工会等指導費
中小企業団体指導費

4 金融対策費 16,250,879,341 資金対策費
設備貸与事業円滑化事業費

6 企業立地対策費 58,839,381 企業立地対策費
燃料電池関連産業集積・育成支援事業費

8 工業試験費 70,408,246 甲府技術支援センター所運営費
甲府技術支援センター研究指導費

50,536,027

16,996,815,981

項 目

その他

合計  

 

 

第８款 土木費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 1.5

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

6 154,857,820,205 99,939,769,794 0 53,955,937,359 10,236,141 951,876,911 64.5

5 144,190,575,301 95,236,270,031 0 48,358,690,255 29,096,950 566,518,065 66.0

対

前

年

度

比

較

金
額

10,667,244,904 4,703,499,763 0 5,597,247,104 △ 18,860,809 385,358,846

率
％

107.4 104.9 － 111.6 35.2 168.0
 

○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

道路橋りょう費               ５１,９７３,４０８,１０２円 

河川砂防費                ２５,０８１,７０９,３６０円 

都市計画費                １０,０２０,３４８,３６９円 

住宅費                    ９,６３０,０４７,７５７円 

土木管理費                    ３,２３４,２５６,２０６円 
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・増減額の内容  

道路橋りょう費                ７,０９９,６０４,０４７円増 

土木管理費                   ２６１,５３７,０３０円増 

都市計画費                    ２,２８７,８３６,６４６円減 

河川砂防費                       ２６２,７６１,８５５円減 

住宅費                       １０７,０４２,８１３円減 

 

○ 繰越明許費の主な内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 主な事業名（小事業）
円 ※金額の大きい順に掲載

1 土木管理費 1 土木総務費 502,498,895 生活関連土木施設整備事業費

2 道路橋りょう費 1 道路橋りょう総務費 83,688,914 リニア中央新幹線建設工事発生土処分受託事業費
（仮称）甲府中央スマートインターチェンジ用地
事務等受託事業費
高規格道路促進調査費

2 道路維持費 3,359,947,674 道路修繕費

3 道路橋りょう建設費 25,678,950,543 緊急道路整備改築費
国道橋りょう改築費
県道橋りょう修繕費
緊急道路整備修繕費
県道橋りょう改築費　　　　　　　　ほか

4 道路橋りょう整備費 2,190,935,321 県単独道路改築費
交通対策道路事業費

3 河川砂防費 2 河川改良費 4,099,536,465 統合一級河川整備事業費
基幹河川改修事業費
河川防災情報基盤緊急整備事業費
特定構造物改築事業費
広域連携河川改修費　　　　　　　　ほか

3 障害防止対策事業費 182,999,724 障害防止対策河川事業費
障害防止対策河川受託事業費

4 河川整備費 3,184,227,806 県単独河川改良費
県単独河川維持修繕費

5 砂防地すべり対策費 6,156,198,818 通常砂防事業費
急傾斜地崩壊対策事業費
火山砂防事業費
地すべり対策事業費
土砂災害情報相互通報システム整備事業費

6 砂防整備費 1,480,979,689 砂防事業費
県単独急傾斜地崩壊対策事業費
県単独地すべり対策事業費
砂防維持修繕費

8 ダム管理費 28,147,000 荒川ダム管理費
塩川ダム管理費
広瀬ダム管理費

9 ダム建設費 631,670,100 広瀬ダム堰堤改良事業費
大門ダム堰堤改良事業費
荒川ダム堰堤改良事業費
琴川ダム堰堤改良事業費

11 河川等災害関連費 147,000,000 河川等災害関連事業費

4 都市計画費 1 都市計画総務費 27,632,500 市街地再開発事業等補助金
計画調査費

2 街路事業費 2,608,817,366 街路事業費
緊急街路整備費
県単独街路整備費

3 公園費 1,372,690,683 都市公園建設費
都市公園管理費

4 下水道費 38,388,421 流域下水道事業会計単独事業県補助金
流域下水道事業会計公共事業県補助金

5 住宅費 1 住宅総務費 160,360,264 県営住宅改善事業費（住戸改善費）

2 住宅建設費 2,021,267,176 県営住宅建替事業費
県営住宅改善事業費（長寿命化型）

0

53,955,937,359合計

項 目

その他
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○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

事故繰越 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

2 道路橋りょう費 3 道路橋りょう建設費 10,236,141 国道橋りょう改築費

0

10,236,141合計

項 目

その他

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 土木管理費 1 土木総務費 47,497,322 職員給与費等

2 道路橋りょう費 1 道路橋りょう総務費 41,641,620 道路橋りょう管理費

(仮称)甲府中央スマートインターチェンジ用地事務

等受託事業費

2 道路維持費 12,849,852 舗装道原因者復旧事業費

3 河川砂防費 2 河川改良費 62,217,613 統合一級河川整備受託事業費

基幹河川改修受託事業費

3 障害防止対策事業費 19,701,434 障害防止対策河川受託事業費

4 都市計画費 3 公園費 63,548,972 都市公園管理費（スポーツ振興課）

都市公園建設費

4 下水道費 504,866,354 流域下水道事業会計県一時貸付金

5 住宅費 1 住宅総務費 127,671,841 住宅・建築物耐震化支援事業費

県営住宅管理費

71,881,903

951,876,911

項 目

その他

合計  

 

 

第９款 警察費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.7

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

6 26,072,900,540 25,726,142,281 0 44,847,000 0 301,911,259 98.7

5 22,695,439,700 22,249,836,835 59,110,000 37,625,100 39,421,440 309,446,325 98.0

対

前

年

度

比

較

金
額

3,377,460,840 3,476,305,446 △ 59,110,000 7,221,900 △ 39,421,440 △ 7,535,066

率
％

114.9 115.6 皆減 119.2 皆減 97.6
 

○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

 警察管理費                   ２２,６７６,１１８,１２２円 

警察活動費                    ３,０５０,０２４,１５９円 

 

・増減額の内容 

警察管理費                    ２,８５６,４００,４５５円増 

警察活動費                                     ６１９,９０４,９９１円増 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 警察管理費 4 警察施設費 35,847,000 待機宿舎等改修費

2 警察活動費 2 刑事警察費 9,000,000 防犯運動費

0

44,847,000合計

項 目

その他
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 警察管理費 2 警察本部費 106,628,176 職員給与費等

警察本部一般庁用事務費

3 装備費 57,712,475 車両等維持費

航空機維持費

5 運転免許費 42,081,084 運転免許証作成費

2 警察活動費                                                  3 交通安全対策費 55,026,738 交通安全施設維持管理費

交通安全施設整備費

40,462,786

301,911,259

項 目

その他

合計  

 

 

第１０款 教育費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.0

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

6 93,103,922,300 89,224,643,739 0 668,814,500 27,157,900 3,183,306,161 95.8

5 88,087,938,725 84,383,908,160 0 715,685,300 0 2,988,345,265 95.8

対

前

年

度

比

較

金
額

5,015,983,575 4,840,735,579 0 △ 46,870,800 27,157,900 194,960,896

率
％

105.7 105.7 － 93.5 皆増 106.5
 

  ○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

小学校費                     ２５,８２８,５１１,４４４円 

高等学校費                   １４,８４５,７６８,６８９円 

中学校費                     １４,３８２,７６６,１０３円 

教育総務費                   １４,３３２,８２７,２４４円 

特別支援学校費               ８,１６４,９６５,９６８円 

私学振興費                    ５,８２４,４３７,９２４円 

社会教育費                    ３,６９４,６６２,９８９円 

大学費                    １,３９３,６５２,９１６円 

保健体育費                      ７５７,０５０,４６２円 

 

・増減額の内容 

教育総務費                    ２,１４８,４２８,８０１円増 

小学校費                        ８９９,０４３,２５３円増 

特別支援学校費                                 ４６９,０３０,５１３円増 

社会教育費                                     ４６７,８３４,６６７円増 

高等学校費                       ４１１,９０３,０８１円増 

中学校費                         ３６１,２４２,１９５円増 

私学振興費                                       ９１,９７８,７８６円増 

保健体育費                                         ７,３５２,５６８円減 

大学費                                             １,３７３,１４９円減 
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○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 教育総務費 2 事務局費 71,208,500 教育施設整備事業費

5 教育センター費 30,271,000 教育センター運営費

4 高等学校費 4 学校建設費 35,440,000 高校施設整備費

5 特別支援学校費 1 盲聾学校費 4,037,000 盲ろう学校運営費

2 甲府支援学校等費 62,705,000 甲府支援学校等運営費

甲府支援学校等施設整備費

6 社会教育費 1 社会教育振興費 5,016,000 科学館運営費

3 文化財保護費 71,419,000 埋蔵文化財調査費

文化財保存事業費

4 図書館費 8,250,000 図書館運営費

6 美術館費 8,250,000 美術館運営費

7 保健体育費 3 体育施設費 58,630,000 緑が丘スポーツ公園管理費

8 大学費 1 大学費 244,830,000 大学運営費

9 私学振興費 1 私学振興費 68,758,000 私学振興費

0

668,814,500合計

項 目

その他

 

 

○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

事故繰越 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

6 社会教育費 9 博物館費 27,157,900 博物館運営費

0

27,157,900合計

項 目

その他
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○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 教育総務費 2 事務局費 27,297,213 事務局運営費

4 教育指導費 202,488,074 ＧＩＧＡスクール端末整備事業費

高等学校ＤＸ加速化推進事業（ＤＸハイスクール）

費

教育情報ネットワーク整備事業費（教育企画室)

いじめ・不登校対策事業費

学力向上総合対策事業費　　　　　　ほか

5 教育センター費 17,087,948 教育センター運営費

7 諸費 1,097,999,429 職員退職手当

職員福利厚生費

特別支援学校児童生徒就学奨励費

公立高等学校就学支援金

2 小学校費 1 教職員費 373,123,556 職員給与費等

小学校職員旅費

3 中学校費 1 教職員費 185,947,897 職員給与費等

4 高等学校費 1 高等学校総務費 182,412,710 職員給与費等

2 全日制高等学校管理費 136,778,370 学校運営費

3 定時制高等学校管理費 22,361,730 学校運営費

5 特別支援学校費 1 盲聾学校費 55,777,462 職員給与費等

2 甲府支援学校等費 314,284,870 職員給与費等

甲府支援学校等運営費

特別支援学校職員旅費

甲府支援学校等施設整備費

6 社会教育費                                                  1 社会教育振興費 50,021,186 科学館運営費

3 文化財保護費 36,542,134 埋蔵文化財調査費

4 図書館費 18,203,064 図書館運営費

6 美術館費 41,092,068 芸術の森運営費

7 考古博物館費 11,749,148 考古博物館費経常

7 保健体育費                                                  1 体育振興費 98,729,406 国民スポーツ大会選手派遣費

学校体育振興費

スポーツ協会助成費

2 学校保健費 52,180,375 学校保健推進費

9 私学振興費                                                  1 私学振興費 192,142,076 私立高等学校等就学支援事業費

私立学校授業料等減免事業補助金

私立幼稚園等特別支援教育費補助金

私学振興費

67,087,445

3,183,306,161

項 目

その他

合計  
 

 

第１１款 災害復旧費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

5.5

翌年度繰越額 予算現額に

対する支出

済額の割合

      　 ％

年度

6 2,486,436,978 1,475,310,287 0 612,456,300 0 398,670,391 59.3

5 2,387,027,566 1,285,337,498 0 603,292,578 107,214,400 391,183,090 53.8

対

前

年

度

比

較

金
額

99,409,412 189,972,789 0 9,163,722 △ 107,214,400 7,487,301

率
％

104.2 114.8 － 101.5 皆減 101.9
 

  ○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

土木施設災害復旧費              １,２７９,０５９,２８７円 

農林水産施設災害復旧費              １９６,２５１,０００円 

 

・増減額の内容 

土木施設災害復旧費                  ２１８,６０３,７８９円増 

農林水産施設災害復旧費               ２８,６３１,０００円減 
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   ○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

繰越明許費 事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 農林水産施設災

害復旧費

1 耕地災害復旧費 1,270,000 令和6年耕地災害復旧費

3 治山施設災害復旧費 98,810,000 令和6年林地荒廃防止施設災害復旧費

2 土木施設災害復

旧費

2 土木施設災害復旧費 512,376,300 令和6年災害復旧費

令和5年災害復旧費

市町村災害復旧事業指導監督費

0

612,456,300合計

項 目

その他

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

1 農林水産施設災

害復旧費

1 耕地災害復旧費 199,613,000 令和５年耕地災害復旧費

令和６年耕地災害復旧費

2 林道災害復旧費 71,844,000 令和６年林道災害復旧費

3 治山施設災害復旧費 20,500,000 小規模治山災害復旧事業

2 土木施設災害復

旧費

1 県単独土木施設災害復

旧費

105,388,117 県単独災害復旧費

1,325,274

398,670,391

項 目

その他

合計  

 

 

第１２款 公債費 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.1

0 14,936,647

率
％

100.4 100.4 － － － 142.1

対
前
年

度
比
較

金
額

278,140,000 263,203,353 0 0

99.9

5 73,861,741,000 73,826,238,152 0 0 0 35,502,848 100.0

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

6 74,139,881,000 74,089,441,505 0 0 0 50,439,495

 

 

 

第１３款 諸支出金 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額
円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.3

0 △ 56,786,237

率
％

121.3 121.7 － － － 85.1

対
前
年

度
比
較

金
額

7,969,964,000 8,026,750,237 0 0

99.3

5 37,408,665,000 37,028,102,205 0 0 0 380,562,795 99.0

翌年度繰越額 予算現額に
対する支出
済額の割合
      　 ％

年度

6 45,378,629,000 45,054,852,442 0 0 0 323,776,558

 

○ 決算額（項）の内容は、次のとおりである。 

諸費                     ４２,４３３,７２７,９３８円 

県債管理基金積立金                ２,４１３,０００,０００円 

公共施設整備等事業基金積立金            １５８,８８４,５０６円 

財政調整基金積立金                   ４６,１６３,０１０円 

土地開発基金積立金                  ２,９６１,６３３円 

自然保護基金積立金                  １１５,３５５円 

 



� — 53 —

・増減額の内容 

  諸費                      ７,２８８,１７２,０３８円増 

県債管理基金積立金                  ５７３,０００,０００円増 

公共施設整備等事業基金積立金            １２９,３６２,３６４円増 

財政調整基金積立金                 ３５,９７８,１７２円増 

土地開発基金積立金                  １６６,０４２円増 

自然保護基金積立金                   ７１,６２１円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

不用額 主な事業名（小事業）

円 ※金額の大きい順に掲載

5 諸費 5 配当割交付金 66,379,000 配当割交付金

6 株式等譲渡所得割交付
金

114,202,000 株式等譲渡所得割交付金

7 法人事業税交付金 66,743,000 法人事業税交付金

10 自動車税環境性能割交
付金

54,827,000 自動車税環境性能割交付金

21,625,558

323,776,558

項 目

その他

合計  

 

第１４款 予備費 

補正予算額 充　　用　　額 不　用　額
円 円 円

当初予算額
円

500,000,000 0 349,803,000 150,197,000
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４ 特 別 会 計 

 

恩賜県有財産特別会計ほか９会計の歳入歳出決算の状況は、次の表のとおりである。  

 

（１）恩賜県有財産特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

4.3 0.2
率
％

94.5 98.7 98.9 － 74.1

△ 27,917,443対
前
年

度
比
較

金
額

△ 544,189,400 △ 125,416,408 △ 98,722,508 1,223,543

107,983,022 △ 651,994,870 93.5 98.95 9,977,885,800 9,433,873,952 9,325,890,930 0

△ 206,527,978 97.8 99.1

年度

6 9,433,696,400 9,308,457,544 9,227,168,422 1,223,543 80,065,579

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

財産貸付収入                ２,３３１,６０９,６０６円 

使用料（行政財産使用料）          ２,０１７,９１４,５４９円 

事業費県補助金               １,８８３,６８８,４７６円 

繰越金                   １,０１６,８６８,１８５円 

林道債                    ８５０,０００,０００円 

借換債                    ６３１,３３２,０００円 

生産物売払収入                ３４７,２８８,４６９円 

  

・増減額の主な内容 

 借換債                    ３４６,７８８,０００円増 

 一般会計繰入金                 ９８,３９６,８８５円増 

 使用料（行政財産使用料）             ５,８１８,８８４円増 

 補償金                      ３,９１３,２７１円増 

 繰越金                    ３２４,７４１,４１９円減 

事業費県補助金                １２２,９５５,１６４円減 

生産物売払収入                 ６３,６３５,４８３円減 

 管理費県補助金                 ２３,１９１,４３９円減 

  

  ○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

（財産貸付収入）土地貸付料           ６６,８１１,９４４円 

雑入                      １０,９５８,１０６円 

    違約金及び延納利息                ２,２９５,５２９円 
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歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

2.3
97.1 － 78.7 183.0 86.5

率
％

94.5

△ 544,189,400 △ 236,924,217 0 △ 295,311,900 22,286,000 △ 34,239,283対
前
年

度
比
較

金
額

8,309,022,745 0 1,387,867,400 26,840,000 254,155,655 83.35 9,977,885,800

0 1,092,555,500 49,126,000 219,916,372 85.66 9,433,696,400 8,072,098,528

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

林道費                   ２,９９２,７９５,１９２円 

交付金                   ２,１６５,６４８,３５５円 

元利償還金                 １,２９０,１１２,６６２円 

造林費                    ８０６,２２７,３３５円 

総務費                    ６０３,１０１,０２９円 

保護管理費                  １３４,２３２,０９７円 

計画調査費                   ６０,６５３,８５８円 

林道災害復旧費                 １８,７６８,０００円 

 

・増減額の主な内容 

元利償還金                  ２８７,７１２,６０５円増 

造林費                     ７７,７３１,９６４円増 

林道費                     ３６,２４４,６５３円増 

一般会計繰出金                ３１０,０００,０００円減 

林道災害復旧費                １５１,９２２,０００円減 

交付金                    １４２,８６０,１３７円減 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

県営森林管理道開設費             ５４５,８３５,１００円 

県営林道改良費                ２５３,７２０,４００円 

県造林費                   ２９３,０００,０００円 

 

 ○ 事故繰越の内容は、次のとおりである。 

県営森林管理道開設費              ２８,２７４,４００円 

県営林道改良費                 １９,１４０,０００円 

分収林管理費                   １,７１１,６００円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

令和６年県営林道災害復旧費             ８４,２４５,０００円 

県営林道維持修繕費               ３３,２４９,５０８円 

分収林管理費                  ２２,００８,７２１円 

部分林分収交付金                １１,４５７,７０３円 

調査処分費                   １０,４１０,４０１円 

元利償還金                   １０,２４３,３３８円 

    県造林費                    １０,１４９,６６５円 
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（２）災害救助基金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

0.1 0.0
率
％

102.5 3,158.9 3,158.9 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

6,498,000 315,769 315,769

△ 264,554,677 0.0 100.05 264,565,000 10,323 10,323 0 0

0.1 100.0

年度

6 271,063,000 326,092 326,092 0 0 △ 270,736,908

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

利子及び配当金                    ３２６,０９２円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

0.1
102.5 3,158.9 － － － 102.3

6,182,231

率
％

金
額

6,498,000 315,769 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 264,554,677 0.05 264,565,000 10,323

0 0 270,736,908 0.16 271,063,000 326,092 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

  備蓄費                        ３２６,０９２円 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

救助費                    ２７０,７３６,０００円 

 

 

（３）母子父子寡婦福祉資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 30.6 △ 0.4
率
％

127.1 95.7 95.2 － 97.4

△ 1,344,134対
前
年

度
比
較

金
額

38,815,000 △ 9,709,594 △ 8,365,460 0

52,607,247 31,148,766 121.8 76.85 143,145,000 226,901,013 174,293,766 0

△ 16,031,694 91.2 76.4

年度

6 181,960,000 217,191,419 165,928,306 0 51,263,113

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                    １１５,７５２,８０７円 

母子福祉資金貸付金元利収入           ４２,００４,３４２円 

父子福祉資金貸付金元利収入            ４,９９５,６５１円 

繰入金                      １,７４５,００８円 

寡婦福祉資金貸付金元利収入            １,３７９,４６０円 
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・増減額の主な内容 

父子福祉資金貸付金元利収入            ３,１１６,７７８円増 

母子福祉資金貸付金元利収入            ５,７２１,６４１円減 

 

○ 収入未済額の主な内容は、次のとおりである。 

（母子福祉資金貸付金元利収入）元金       ４７,８２８,６４６円 

（寡婦福祉資金貸付金元利収入）元金        ２,６０２,３７０円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

12.7
166.5 － － － 99.8

率
％

127.1

38,815,000 38,952,455 0 0 0 △ 137,455対
前
年

度
比
較

金
額

58,540,959 0 0 0 84,604,041 40.95 143,145,000

0 0 0 84,466,586 53.66 181,960,000 97,493,414

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

公債費（償還金、利子及び割引料）        ３８,５０７,５１９円 

一般会計繰出金                 ２９,２１９,５４０円 

母子福祉費                   ２２,３７８,３２１円 

父子福祉費                    ５,４８０,５１３円 

寡婦福祉費                    １,９０７,５２１円 

 

・増減額の主な内容 

公債費（償還金、利子及び割引料）        ２２,８３３,３５０円増 

母子福祉費                    １,７４０,１８４円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

母子福祉資金貸付金               ５８,９０７,４５０円 

寡婦福祉資金貸付金               １４,３６８,０００円 

父子福祉資金貸付金               １０,７９５,００８円 

 

 

（４）中小企業近代化資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 55.4 0.0
率
％

140.1 101.9 102.0 － 99.8

0 △ 225,000対
前
年

度
比
較

金
額

881,149,000 87,520,536 87,745,536

2,278,984,394 203.7 98.05 2,197,071,000 4,567,064,064 4,476,055,394 0 91,008,670

148.3 98.0

年度

6 3,078,220,000 4,654,584,600 4,563,800,930 0 90,783,670 1,485,580,930

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                   ２,６８７,３７３,９８３円 
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小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金     ８８６,６４９,０１５円 

小規模企業者等設備導入資金債         ６５０,０００,０００円 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金    ２５４,６８９,０００円 

高度化資金貸付金償還金             ８４,７１９,２８１円 

 

・増減額の主な内容 

小規模企業者等設備導入資金債         １５０,０００,０００円増 

高度化資金貸付金償還金             ３７,８２０,９３７円増 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金償還金     ２０,６５７,０００円増 

 小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金      ８５,５３６,９８４円減 

 

  ○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

（高度化資金貸付金償還金）元金         ８５,１４２,６７０円 

（小規模企業者等設備導入資金貸付金償還金）元金  ５,６４１,０００円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

14.7
140.1 165.4 － － － 29.2

△ 288,970,247

率
％

金
額

881,149,000 1,170,119,247 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 408,389,589 81.45 2,197,071,000 1,788,681,411

0 0 119,419,342 96.16 3,078,220,000 2,958,800,658 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

小規模企業者等設備導入資金貸付金      １,７４４,５５４,５２５円 

一般会計繰出金                ９００,０００,０００円 

県単独中小企業設備貸与資金貸付金       ２５０,０００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

 一般会計繰出金                ９００,０００,０００円増 

小規模企業者等設備導入資金貸付金       ２３６,７４８,９７０円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

（高度化資金貸付金）元金           １０４,４９４,０００円 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



� — 59 —

（５）市町村振興資金特別会計 

 

歳 入 

 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 301.2 0.0
率
％

299.2 104.2 104.2 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

3,174,280,000 310,955,079 310,955,079

5,771,217,139 462.2 100.05 1,593,258,000 7,364,475,139 7,364,475,139 0 0

161.0 100.0

年度

6 4,767,538,000 7,675,430,218 7,675,430,218 0 0 2,907,892,218

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

繰越金                   ６,６６１,８１７,１３９円 

貸付金元利収入               １,０１３,６１３,０７９円 

 

・増減額の内容 

繰越金                    ３５７,６３０,６９０円増 

貸付金元利収入                 ４６,６７５,６１１円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

51.0
299.2 645.1 － 60.4 － 22.7

△ 621,689,000

率
％

金
額

3,174,280,000 3,830,269,000 0 △ 34,300,000 0対
前
年

度
比
較

0 86,700,000 0 803,900,000 44.15 1,593,258,000 702,658,000

52,400,000 0 182,211,000 95.16 4,767,538,000 4,532,927,000 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

一般会計繰出金               ３,４０６,９６９,０００円 

市町村振興資金貸付金            １,１２５,６００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

一般会計繰出金               ３,４０６,９６９,０００円増 

市町村振興資金貸付金             ４２３,３００,０００円増 

 

○ 繰越明許費の内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金              ５２,４００,０００円 

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

市町村振興資金貸付金             １８２,２００,０００円 
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（６）県税証紙特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

1.8 0.0
率
％

112.0 114.3 114.3 － －

0対
前
年

度
比
較

金
額

113,093,000 122,239,500 122,239,500 0

0 △ 83,716,000 91.1 100.05 941,001,000 857,285,000 857,285,000 0

△ 74,569,500 92.9 100.0

年度

6 1,054,094,000 979,524,500 979,524,500 0 0

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

県税証紙収入（自動車税証紙収入）       ９４５,５２６,３００円 

繰越金（自動車税繰越金）            ３３,９９８,２００円 

 

・増減額の内容 

県税証紙収入（自動車税証紙収入）       １２０,７２７,１００円増 

繰越金（自動車税繰越金）             １,５１２,４００円増 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

3.1
116.0 － － － 84.2

率
％

112.0

113,093,000 131,729,300 0 0 0 △ 18,636,300対
前
年

度
比
較

金
額

823,286,800 0 0 0 117,714,200 87.55 941,001,000

0 0 0 99,077,900 90.66 1,054,094,000 955,016,100

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

自動車税繰出金                ９５５,０１６,１００円 

 

・増減額の内容 

自動車税繰出金                １３１,７２９,３００円増 

 

○ 不用額の内容は、次のとおりである。 

自動車税繰出金                 ９９,０７７,９００円 
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（７）集中管理特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.5 0.0
率
％

103.2 102.6 102.6 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

3,312,427,000 2,627,753,519 2,627,753,519

△ 4,495,496,216 95.7 100.05 103,656,361,000 99,160,864,784 99,160,864,784 0 0

95.2 100.0

年度

6 106,968,788,000 101,788,618,303 101,788,618,303 0 0 △ 5,180,169,697

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

給与管理収入              １０１,６３５,６４４,９９８円 

通信管理収入                  ５９,５４２,３７５円 

使用料（自動車使用料）             ５２,３０１,５９１円 

繰入金（一般会計繰入金）            ２５,９２４,１８１円 

車両燃料管理収入                １５,２０５,１５８円 

 

・増減額の主な内容 

給与管理収入                ２,６３８,１３０,８２２円増 

使用料（自動車使用料）              ６,９５５,４９９円減 

繰入金（一般会計繰入金）             ２,０７６,２６６円減 

通信管理収入                   １,２９８,９７６円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.5
103.2 102.6 － － － 115.2

684,673,481

率
％

金
額

3,312,427,000 2,627,753,519 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 4,495,496,216 95.75 103,656,361,000 99,160,864,784

0 0 5,180,169,697 95.26 106,968,788,000 101,788,618,303 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

給与管理費               １０１,６９６,７８１,０１７円 

通信管理費                   ５９,５４２,３７５円 

自動車管理費                  １７,０８９,７５３円 

車両燃料管理費                 １５,２０５,１５８円 

  

・増減額の主な内容 

給与管理費                 ２,６３０,３８１,４９９円増 

通信管理費                    １,２９８,９７６円減 

自動車管理費                   １,２８２,４４２円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

通信管理費                    ３０,８４８,６２５円 

自動車管理費                   ６,８４７,２４７円 

車両燃料管理費                   ６,７１０,８４２円 
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（８）林業・木材産業改善資金特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

10.8 1.1
率
％

100.0 105.2 106.6 － 96.8

0 △ 772,954対
前
年

度
比
較

金
額

39,000 8,360,573 9,133,527

54,376,877 164.7 85.35 84,005,000 162,278,854 138,381,877 0 23,896,977

175.5 86.4

年度

6 84,044,000 170,639,427 147,515,404 0 23,124,023 63,471,404

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

繰越金                    １１６,５２４,４５０円 

林業・木材産業改善資金償還金          １８,２７１,０００円 

木材産業等高度化推進資金貸付金元利収入     １１,５００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

繰越金                      ８,２６７,４５０円増 

違約金                      １,０００,０００円増 

 

○ 収入未済額の内容は、次のとおりである。 

林業・木材産業改善資金償還金          １６,０３９,０００円 

違約金                      ７,０８５,０２３円 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

13.3
100.0 151.3 － － － 82.0

△ 11,166,604

率
％

金
額

39,000 11,205,604 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 62,147,573 26.05 84,005,000 21,857,427

0 0 50,980,969 39.36 84,044,000 33,063,031 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

（林業・木材産業改善資金貸付金）資金貸付金   ２１,０００,０００円 

（木材産業等高度化推進資金貸付金）資金貸付金  １１,５００,０００円 

 

・増減額の主な内容 

（林業・木材産業改善資金貸付金）資金貸付金   １１,０００,０００円増 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

林業・木材産業改善資金貸付金          ５０,０００,０００円 
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（９）公債管理特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.1 0.0
率
％

92.5 92.5 92.5 － －

0 0対
前
年

度
比
較

金
額

△ 9,442,947,000 △ 9,496,204,633 △ 9,496,204,633

△ 15,665,766 100.0 100.05 125,954,966,000 125,939,300,234 125,939,300,234 0 0

99.9 100.0

年度

6 116,512,019,000 116,443,095,601 116,443,095,601 0 0 △ 68,923,399

 

 

○ 歳入の決算額の内容は、次のとおりである。 

一般会計繰入金              ７４,０５０,９６６,５２２円 

借換債                  ３５,３７０,８２７,７７０円 

基金繰入金（県債管理基金繰入金）      ６,７９０,４２４,１８６円 

利子及び配当金（県債管理基金利子収入）    ２３０,８７７,１２３円 

 

・増減額の内容 

一般会計繰入金                 ２２４,８９１,０８８円増 

利子及び配当金（県債管理基金利子収入）      ９５,３１７,３５９円増 

借換債                   ９,７０１,８５３,３３０円減 

基金繰入金（県債管理基金繰入金）        １１４,５５９,７５０円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.1
92.5 92.5 － － － 440.0

53,257,633

率
％

金
額

△ 9,442,947,000 △ 9,496,204,633 0 0 0対
前
年

度
比
較

0 0 0 15,665,766 100.05 125,954,966,000 125,939,300,234

0 0 68,923,399 99.96 116,512,019,000 116,443,095,601 0

予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度
翌年度繰越額

 

 

○ 歳出の決算額の内容は、次のとおりである。 

元利償還金               １０６,８０５,５６６,４５７円 

（公債費）県債管理基金積立金        ９,３６０,０００,０００円 

（諸支出金）県債管理基金積立金        ２３０,８７７,１２３円 

公債諸費                    ４６,６５２,０２１円 

 

・増減額の主な内容 

（公債費）県債管理基金積立金        １,５８９,０００,０００円増 

（諸支出金）県債管理基金積立金         ９５,３１７,３５９円増 

元利償還金                １１,１４６,６６４,９０３円減 

 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

元利償還金                   ４０,００２,５４３円 

公債諸費                    ２８,９１４,９７９円 
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（10）国民健康保険特別会計 

 

歳 入 

予算現額と 予算現額に 調定額に対

予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額と 対する収入 する収入済

円 円 円 円 円    の比較増減  円 済額の割合% 額の割合 %

ﾎﾟｲﾝﾄ ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 0.3 0.0

対
前
年

度
比
較

金
額

△ 2,542,694,000

率
％

96.8 96.5 96.5 － －

△ 2,756,935,896 △ 2,756,935,896 0 0

0 △ 565,650,341 99.3 100.05 78,697,193,000 78,131,542,659 78,131,542,659 0

△ 779,892,237 99.0 100.0

年度

6 76,154,499,000 75,374,606,763 75,374,606,763 0 0

 

 

○ 歳入の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

保険給付費等交付金負担金         ４１,２９４,６４８,９６１円 

保険給付費等交付金国庫負担金       １０,１９０,１５６,７３３円 

後期高齢者支援金負担金           ５,９３６,９９８,１７８円 

一般会計繰入金               ４,８３６,８０４,７１７円 

保険給付費等交付金国庫補助金        ４,２１９,６４６,０００円 

後期高齢者支援金国庫負担金         ３,７２９,５５６,８３７円 

 

・増減額の主な内容 

基金繰入金                  １８４,４３９,０００円増 

雑入                     １６３,０１３,５１９円増 

保険給付費等交付金国庫補助金           ７２,１９７,０００円増 

共同事業拠出金負担金               １３,７９５,２９１円増 

繰越金                   １,５６５,４２７,０６６円減 

保険給付費等交付金負担金          １,１５６,８３０,２２２円減 

後期高齢者支援金国庫補助金           ２３９,４８４,０００円減 

 

歳 出 

予算現額 支出済額 継続費逓次繰越 繰越明許費 事故繰越 不用額

円 円 円 円 円 円

ﾎﾟｲﾝﾄ

△ 1.3
－ 248.1

0 956,738,160△ 2,542,694,000対
前
年

度
比
較

金
額

△ 3,499,432,160 0 0

率
％

96.8 95.5 － －

78,051,147,506 0 0 0 646,045,494 99.25 78,697,193,000

0 0 0 1,602,783,654 97.96 76,154,499,000 74,551,715,346

翌年度繰越額 予算現額に対
する支出済額
の割合　％

年度

 

 

○ 歳出の決算額の主な内容は、次のとおりである。 

保険給付費等普通交付金          ５６,３９７,８９７,３５１円 

後期高齢者支援金             １１,６５２,９２０,７４９円 

介護納付金                 ４,０００,６６６,１３２円 

保険給付費等特別交付金           ２,２３０,７７１,０００円 

特別高額医療費共同事業拠出金          １２５,５７０,９００円 

 

・増減額の主な内容 

保険給付費等特別交付金              ９７,８１１,０００円増 

特別高額医療費共同事業拠出金          １９,０９５,４２９円増 

保険給付費等普通交付金           １,８８１,９５１,１３６円減 
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国民健康保険財政安定化基金積立金        ９７９,９２０,６６９円減 

国庫支出金等償還費               ５５９,９６５,６５１円減 

 

○ 不用額の主な内容は、次のとおりである。 

保険給付費等普通交付金           １,１７９,２３５,６４９円 

保険給付費等特別交付金             ３４５,３３９,０００円 

特別高額医療費共同事業拠出金           ５９,２８０,１００円 

糖尿病性腎症重症化予防プログラム保健指導 

支援事業費   １１,６１４,９９１円 
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５ 財   産 

 

（１）公有財産 

 

① 土地及び建物 

  

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

行政財産 1,528,169,638.67 1,615,836.46 1,529,785,475.13 1,689,564.54

区　　分

土　　　地 建　　　物

前年度末
現在高

令和6年度中
増減高

令和6年度末
現在高

前年度末
現在高

令和6年度中
増減高

令和6年度末
現在高

㎡

△ 1,878.70 1,687,685.84

普通財産 64,933,961.44 △ 1,610,112.65 63,323,848.79 64,511.45 △ 9,438.36 55,073.09

1,742,758.93合　　　計 1,593,103,600.11 5,723.81 1,593,109,323.92 1,754,075.99 △ 11,317.06

 

 

ア 行政財産 

     土地の令和６年度末現在高は、前年度末と比較して１６１万５,８３６.４６㎡増加している｡

これは、植樹用地等貸付地の返還に伴う普通財産から行政財産への分類替えにより山林が増

加したことなどによるものである。 

     建物の令和６年度末現在高は、前年度末と比較して１,８７８.７０㎡減少している｡これは、

音羽職員宿舎を用途廃止したことなどによるものである。 

 

イ 普通財産 

     土地の令和６年度末現在高は、前年度末と比較して１６１万１１２.６５㎡減少している｡

これは、植樹用地等貸付地の返還に伴う普通財産から行政財産への分類替えにより減少した

ことなどによるものである。 

建物の令和６年度末現在高は、前年度末と比較して９,４３８.３６㎡減少している｡これは、

旧やまびこ支援学校を取り壊したことなどによるものである。 

なお､普通財産の未利用地については、令和６年度末で２２件、５万７,００１.２３㎡（台

帳価格２億８,６９６万円）が残されている｡ 
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② 山林及び立木 

   

分
収

合　 　計 1,582,660,070.00 0.00 1,582,660,070.00 27,331,929.00 256,853.00 27,588,782.00

行政
財産

1,694,924.00 34,405.00

25,812,737.00

普通
財産

63,829,605.00 △ 1,618,639.00 62,210,966.00 46,716.00 0.00 46,716.00

1,729,329.00

所
有

行政
財産

1,518,830,465.00 1,618,639.00 1,520,449,104.00 25,590,289.00

㎡ ㎡ ㎡ ㎥

222,448.00

㎥ ㎥

区　　分

山　　　林 立木の推定蓄積量

前年度末
現在高

令和6年度中
増減高

令和6年度末
現在高

前年度末
現在高

令和6年度中
増減高

令和6年度末
現在高

 

     山林の令和６年度末現在高は､１５億８,２６６万７０.００㎡で、前年度末との増減はなか

った。 

立木の推定蓄積量の令和６年度末現在高は、前年度末と比較して２５万６,８５３.００㎥増

加している｡ 

 

 

③ 動  産 

   
機

区　　　　　分 前年度末現在高 令和6年度中増減高 令和6年度末現在高

航空機（ヘリコプター） 1 機 0 機 1
 

     航空機の令和６年度末現在高は、１機で、前年度末との増減はなかった｡ 

 

 

④ 物  権 

   
合　　　 　　計 73,533,514.53 △ 180,056.53 73,353,458.00

地　　上　　権 73,533,285.96 △ 179,827.96 73,353,458.00

地　　役　　権 228.57 △ 228.57 0.00

区　　　　　 分
前年度末現在高 令和6年度中増減高 令和6年度末現在高

㎡ ㎡ ㎡

 

 地上権の令和６年度末現在高は、７,３３５万３,４５８.００㎡で、（公財）山梨県林業公社

から承継した分収林に係るものであり、前年度末と比較して１７万９,８２７.９６㎡減少して

いる。これは、契約解除や一部解約などによるものである。 

地役権の令和６年度末現在高は、０.００㎡で、前年度と比較して２２８.５７㎡減少してい

る。これは、流域下水道幹線の維持管理に係るものであり、流域下水道事業会計へ移行したこ

とによるものである。 

 

 

 

 

 



� — 68 —

⑤ 無体財産権 

   

そ　　の　　他 137 22 159

合　 　　　　計 163 24 187

特　　許　　権 20 2 22

著　　作　　権 6 0 6

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和6年度中増減高 令和6年度末現在高

件 件 件

 

     無体財産権の令和６年度末現在高は､「手術器具」等の特許権２２件､「山梨県財務会計シス

テム」等の著作権６件及びその他（意匠権、品種登録、商標登録、実用新案権）１５９件を合

わせて１８７件である。 

令和６年度の新規登録は、特許権３件（手術器具、磁気バレル研磨方法など）その他２２件

（商標登録 「かいくーる」、「おいしい未来へ やまなし」（アラブ首長国連邦）など）、品種

登録（ぶどう「甲斐のくろまる」（韓国）、ぶどう「甲斐ベリー３」（韓国））、実用新案権（ガ

ス灯システム）である。 

 

 

⑥ 有価証券 

   

株　　　  　　券 252,893,000 20,000,000 272,893,000

区　　　　　　分
前年度末現在高 令和6年度中増減高 令和6年度末現在高

円 円 円

 
     有価証券の令和６年度末現在高は、額面金額２億７,２８９万３,０００円で、前年度末と比

較して２,０００万円増加している。これは、新規に、スタートアップの資金調達を支援するた

め（株）エアロネクストのＢ１種優先株式を５１株取得したことによるものである。 
 

 

⑦ 出資による権利 

   
合　 　　　　計 17,068,394,814 74,993,673 17,143,388,487

円

出　　資　　金 9,263,678,814 74,993,673 9,338,672,487

出　　捐　　金 7,804,716,000 0 7,804,716,000

区　　　　　分
前年度末現在高 令和6年度中増減高 令和6年度末現在高

円 円

 
出資金の令和６年度末現在高は、９３億３,８６７万２,４８７円で、前年度末と比較して

７,４９９万３,６７３円増加している。これは、独立行政法人高齢・障害・求人者雇用支援機

構への出資額が６,３２７円減少した一方、新規に、codeless technology（株）、（株）ジザイ

エ及び（株）メドコムへ各２,０００万円、（株）エンドファイトへ１,０００万円、（株）マ

リス creative design へ５００万円出資したことによるものである。 
出捐金の令和６年度末現在高は、７８億４７１万６,０００円で、前年度末との増減はなか 

った。 
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（２）物 品 

    

点(台）合　　　　 　　計 6,899 点(台） 51 点(台） 6,950

点

車　　 　　　　両 1,456 台 5 台 1,461 台

庁用器具その他 5,443 点 46 点 5,489

区　　　　　　分 前年度末現在高 令和6年度中増減高 令和6年度末現在高

 

     庁用器具その他の令和６年度末現在高は、前年度末と比較して４６点増加している｡これは、

美術館収納品や扇風機が増加したことなどによるものである。 
     車両の令和６年度末現在高は１,４６１台で、前年度末と比較して５台増加している。 

 

 

（３）債 権 

    
貸　 　付　　金 36,003,164,130 605,269,541 36,608,433,671

区　　　　　　分
前年度末現在額 令和6年度中増減額 令和6年度末現在額

円 円 円

 

     貸付金の令和６年度末現在額は、前年度末と比較して６億５２６万９,５４１円増加してい

る｡これは、後期高齢者医療財政安定化基金事業貸付金１億３,５００万円、山梨県道路公社経

営支援貸付金１億４１５万３,０００円などが減少した一方、小規模企業者等設備導入資金貸

付金４億１,６２１万６,０００円、県立病院機構施設整備貸付金３億６,５５０万９,６００円

などが増加したことによるものである。 
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た
め

に
取

得
す

る
必

要
の

あ
る

土
地

を
あ

ら
か

じ
め

取
得

す
る

こ
と

に
よ

り
、

事
業

の
円

滑
な

執
行

を
図

る
た

め

土
地

山
梨

県
自

然
保

護
基

金

S
4
8
～

、
優

れ
た

自
然

環
境

を
保

護
す

る
た

め
に

必
要

な
土

地
を

取
得

す
る

た
め

土
地

0

山
梨

県
美

術
資

料
取

得
基

金

S
5
1
～

、
美

術
作

品
及

び
美

術
に

関
す

る
資

料
の

取
得

を
円

滑
か

つ
効

率
的

に
行

う
た

め

山
梨

県
宝

石
美

術
専

門
学

校
教

育
振

興
基

金

S
5
6
～

、
宝

石
美

術
専

門
学

校
の

教
育

活
動

を
助

長
す

る
た

め

山
梨

県
県

有
林

基
金

S
5
9
～

、
県

有
林

の
適

正
な

管
理

に
資

す
る

た
め

山
梨

県
文

学
資

料
取

得
基

金

S
6
0
～

、
文

学
作

品
及

び
文

学
に

関
す

る
資

料
の

取
得

を
円

滑
か

つ
効

率
的

に
行

う
た

め

0
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前
年

度
末

現
在

高
令

和
６

年
度

中
増

減
高

令
和

６
年

度
末

現
在

高
備

　
　

　
　

　
考

円
円

円
（

設
置

年
及

び
設

置
目

的
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区
　

　
　

　
　

　
　

 
 
分

種
別

令
和

６
年

度
出

納
整

理
期

間
中

の
増

減
　

円

現
金

2
4
,
2
0
1
,
5
6
0
,
9
8
4

△
 
8
,
6
4
1
,
1
1
5
,
4
9
4

1
5
,
5
6
0
,
4
4
5
,
4
9
0

有
価

証
券

0
8
,
8
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

8
,
8
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

2
4
,
2
0
1
,
5
6
0
,
9
8
4

1
5
8
,
8
8
4
,
5
0
6

2
4
,
3
6
0
,
4
4
5
,
4
9
0

現
金

9
,
5
0
3
,
0
1
7

1
,
4
2
7
,
3
7
9

1
0
,
9
3
0
,
3
9
6

1
,
1
5
9
,
0
8
6

有
価

証
券

1
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
1
,
5
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

1
,
5
0
9
,
5
0
3
,
0
1
7

1
,
4
2
7
,
3
7
9

1
,
5
1
0
,
9
3
0
,
3
9
6

現
金

7
6
4
,
7
8
5
,
9
7
0

△
 
4
5
,
6
5
9
,
6
4
0

7
1
9
,
1
2
6
,
3
3
0

7
,
6
9
2
,
5
3
2

小
計

7
6
4
,
7
8
5
,
9
7
0

△
 
4
5
,
6
5
9
,
6
4
0

7
1
9
,
1
2
6
,
3
3
0

現
金

2
4
,
5
7
9
,
1
5
4

2
,
8
6
0
,
3
5
1

2
7
,
4
3
9
,
5
0
5

1
,
5
7
1
,
3
3
2

有
価

証
券

2
,
5
5
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
2
,
5
5
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

2
,
5
7
4
,
5
7
9
,
1
5
4

2
,
8
6
0
,
3
5
1

2
,
5
7
7
,
4
3
9
,
5
0
5

現
金

2
0
7
,
5
6
6
,
7
5
3

△
 
6
,
4
3
5
,
4
7
1

2
0
1
,
1
3
1
,
2
8
2

8
4
,
1
1
1

有
価

証
券

9
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
9
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

1
,
1
0
7
,
5
6
6
,
7
5
3

△
 
6
,
4
3
5
,
4
7
1

1
,
1
0
1
,
1
3
1
,
2
8
2

現
金

1
,
8
4
2
,
2
7
1

4
4
7
,
0
0
0

2
,
2
8
9
,
2
7
1

有
価

証
券

1
,
4
0
2
,
5
1
6
,
0
0
0

△
 
4
4
7
,
0
0
0

1
,
4
0
2
,
0
6
9
,
0
0
0

小
計

1
,
4
0
4
,
3
5
8
,
2
7
1

0
1
,
4
0
4
,
3
5
8
,
2
7
1

現
金

1
,
0
2
7
,
3
6
8
,
0
6
9

6
5
0
,
7
6
6

1
,
0
2
8
,
0
1
8
,
8
3
5

小
計

1
,
0
2
7
,
3
6
8
,
0
6
9

6
5
0
,
7
6
6

1
,
0
2
8
,
0
1
8
,
8
3
5

現
金

3
3
9
,
0
0
8
,
4
2
4

△
 
4
2
4
,
7
7
8

3
3
8
,
5
8
3
,
6
4
6

歴
史

資
料

等
7
7
3
,
1
8
6
,
9
9
4

7
3
8
,
0
0
0

7
7
3
,
9
2
4
,
9
9
4

小
計

1
,
1
1
2
,
1
9
5
,
4
1
8

3
1
3
,
2
2
2

1
,
1
1
2
,
5
0
8
,
6
4
0

現
金

5
9
,
8
6
2
,
1
3
6

3
7
,
9
1
7

5
9
,
9
0
0
,
0
5
3

小
計

5
9
,
8
6
2
,
1
3
6

3
7
,
9
1
7

5
9
,
9
0
0
,
0
5
3

現
金

6
1
3
,
5
6
4
,
4
6
6

1
3
5
,
4
3
2
,
1
0
8

7
4
8
,
9
9
6
,
5
7
4

小
計

6
1
3
,
5
6
4
,
4
6
6

1
3
5
,
4
3
2
,
1
0
8

7
4
8
,
9
9
6
,
5
7
4

現
金

3
8
6
,
7
4
7
,
8
9
1

△
 
9
7
,
2
3
7
,
0
7
4

2
8
9
,
5
1
0
,
8
1
7

1
,
5
5
1
,
4
5
3

小
計

3
8
6
,
7
4
7
,
8
9
1

△
 
9
7
,
2
3
7
,
0
7
4

2
8
9
,
5
1
0
,
8
1
7

山
梨

県
公

共
施

設
整

備
等

事
業

基
金

H
元

～
、

公
共

施
設

の
整

備
そ

の
他

県
民

福
祉

の
向

上
に

資
す

る
長

期
的

な
計

画
に

基
づ

く
事

業
を

円
滑

に
推

進
す

る
た

め

山
梨

県
ふ

る
さ

と
づ

く
り

基
金

H
2
～

、
地

域
の

住
民

を
主

体
に

し
て

、
市

町
村

及
び

県
が

一
体

と
な

っ
て

取
り

組
む

ふ
る

さ
と

づ
く

り
を

推
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

活
力

に
あ

ふ
れ

、
う

る
お

い
に

満
ち

た
個

性
豊

か
な

地
域

社
会

を
建

設
す

る
た

め

山
梨

県
環

境
保

全
基

金

H
2
～

、
県

民
、

事
業

者
等

に
対

す
る

環
境

の
保

全
に

関
す

る
知

識
の

普
及

等
、

地
域

に
根

ざ
し

た
環

境
保

全
活

動
を

推
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

県
土

の
環

境
の

保
全

を
図

る
た

め

山
梨

県
地

域
福

祉
基

金

H
3
～

、
地

域
に

お
け

る
保

健
活

動
及

び
福

祉
活

動
に

対
し

て
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
中

山
間

地
域

農
村

活
性

化
基

金

H
5
～

、
中

山
間

地
域

に
お

け
る

土
地

改
良

施
設

及
び

こ
れ

と
一

体
的

に
保

全
す

る
こ

と
が

必
要

で
あ

る
と

認
め

ら
れ

る
農

地
の

機
能

を
良

好
に

発
揮

さ
せ

る
た

め
の

地
域

的
な

共
同

活
動

を
支

援
す

る
こ

と
に

よ
り

、
当

該
地

域
に

お
け

る
農

村
の

活
性

化
を

図
る

た
め

山
梨

県
森

林
整

備
担

い
手

対
策

基
金

H
5
～

、
森

林
の

整
備

の
担

い
手

と
し

て
林

業
労

働
に

従
事

す
る

者
の

福
祉

の
向

上
、

養
成

及
び

確
保

を
図

る
た

め

山
梨

県
介

護
保

険
財

政
安

定
化

基
金

H
1
2
～

、
市

町
村

の
保

険
財

政
の

安
定

化
を

図
り

、
一

般
会

計
か

ら
の

繰
入

を
回

避
で

き
る

よ
う

、
保

険
料

未
納

や
、

給
付

費
の

見
込

み
誤

り
等

に
起

因
す

る
財

政
不

足
に

つ
い

て
、

資
金

の
貸

付
・

交
付

を
行

う
に

資
す

る
た

め

山
梨

県
歴

史
資

料
等

取
得

基
金

H
1
3
～

、
歴

史
、

民
俗

等
に

関
す

る
資

料
の

取
得

を
円

滑
か

つ
効

率
的

に
行

う
た

め

山
梨

県
森

林
整

備
地

域
活

動
支

援
基

金

H
1
4
～

、
森

林
が

持
つ

多
面

的
機

能
が

十
分

発
揮

さ
れ

る
よ

う
、

適
切

な
森

林
整

備
の

推
進

を
図

り
、

市
町

村
を

通
じ

て
、

森
林

所
有

者
等

が
行

う
森

林
整

備
の

地
域

活
動

を
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
後

期
高

齢
者

医
療

財
政

安
定

化
基

金

H
2
0
～

、
後

期
高

齢
者

医
療

制
度

の
安

定
化

に
資

す
る

た
め

、
高

齢
者

の
医

療
の

確
保

に
関

す
る

法
律

第
1
1
6
条

の
規

定
に

基
づ

き
設

置
し

、
給

付
費

の
見

込
み

誤
り

等
に

起
因

す
る

財
政

不
足

を
支

援
す

る
た

め

山
梨

県
安

心
こ

ど
も

基
金

H
2
1
～

、
市

町
村

が
行

う
保

育
所

等
の

整
備

促
進

に
係

る
事

業
を

支
援

す
る

た
め
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前
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度
末
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高
令
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６
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６
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分

種
別

令
和

６
年

度
出

納
整

理
期

間
中

の
増

減
　

円

現
金

6
5
,
9
9
4
,
2
7
7

9
1
,
0
1
1
,
1
1
5

1
5
7
,
0
0
5
,
3
9
2

3
,
8
5
1
,
4
4
8

小
計

6
5
,
9
9
4
,
2
7
7

9
1
,
0
1
1
,
1
1
5

1
5
7
,
0
0
5
,
3
9
2

現
金

0
0

0

小
計

0
0

0

現
金

1
1
,
0
2
5
,
8
9
3

7
9
,
6
9
8
,
2
4
4

9
0
,
7
2
4
,
1
3
7

小
計

1
1
,
0
2
5
,
8
9
3

7
9
,
6
9
8
,
2
4
4

9
0
,
7
2
4
,
1
3
7

現
金

5
,
2
1
3
,
3
7
8
,
1
3
2

△
 
5
1
5
,
8
2
0
,
1
4
2

4
,
6
9
7
,
5
5
7
,
9
9
0

2
0
3
,
8
5
7
,
8
5
8

小
計

5
,
2
1
3
,
3
7
8
,
1
3
2

△
 
5
1
5
,
8
2
0
,
1
4
2

4
,
6
9
7
,
5
5
7
,
9
9
0

現
金

2
,
6
4
6
,
3
9
1
,
1
3
0

△
 
1
8
2
,
7
4
2
,
3
5
1

2
,
4
6
3
,
6
4
8
,
7
7
9

小
計

2
,
6
4
6
,
3
9
1
,
1
3
0

△
 
1
8
2
,
7
4
2
,
3
5
1

2
,
4
6
3
,
6
4
8
,
7
7
9

現
金

1
,
5
9
6
,
4
6
2

△
 
1
,
4
9
2
,
8
1
6

1
0
3
,
6
4
6

2
8
0
,
9
2
0

有
価

証
券

2
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

0
2
,
0
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

2
,
0
0
1
,
5
9
6
,
4
6
2

△
 
1
,
4
9
2
,
8
1
6

2
,
0
0
0
,
1
0
3
,
6
4
6

現
金

1
9
7
,
1
8
6
,
6
3
3

△
 
1
0
,
9
4
5
,
9
6
4

1
8
6
,
2
4
0
,
6
6
9

小
計

1
9
7
,
1
8
6
,
6
3
3

△
 
1
0
,
9
4
5
,
9
6
4

1
8
6
,
2
4
0
,
6
6
9

現
金

4
,
9
1
0
,
7
2
3

△
 
4
,
9
1
0
,
7
2
3

0
4
,
0
1
3
,
2
2
2

小
計

4
,
9
1
0
,
7
2
3

△
 
4
,
9
1
0
,
7
2
3

0

現
金

5
,
7
4
4
,
8
5
7
,
0
5
6

△
 
2
3
5
,
4
0
1
,
5
1
8

5
,
5
0
9
,
4
5
5
,
5
3
8

小
計

5
,
7
4
4
,
8
5
7
,
0
5
6

△
 
2
3
5
,
4
0
1
,
5
1
8

5
,
5
0
9
,
4
5
5
,
5
3
8

現
金

2
,
1
9
8
,
0
0
0
,
0
0
0

△
 
2
,
1
9
6
,
6
8
1
,
2
0
0

1
,
3
1
8
,
8
0
0

小
計

2
,
1
9
8
,
0
0
0
,
0
0
0

△
 
2
,
1
9
6
,
6
8
1
,
2
0
0

1
,
3
1
8
,
8
0
0

現
金

4
8
3
,
4
0
3
,
0
0
0

1
,
2
0
3
,
2
8
8
,
7
5
7

1
,
6
8
6
,
6
9
1
,
7
5
7

△
 
1
2
7
,
4
7
6
,
9
7
0

小
計

4
8
3
,
4
0
3
,
0
0
0

1
,
2
0
3
,
2
8
8
,
7
5
7

1
,
6
8
6
,
6
9
1
,
7
5
7

現
金

0
0

0

小
計

0
0

0

現
金

0
3
,
4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

0
3
,
4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
4
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

現
金

0
9
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

9
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

小
計

0
9
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

9
0
0
,
0
0
0
,
0
0
0

山
梨

県
森

林
環

境
保

全
基

金

H
2
4
～

、
森

林
及

び
環

境
の

保
全

に
関

す
る

施
策

を
実

施
す

る
た

め

山
梨

県
富

士
山

保
全

協
力

金
基

金

H
2
6
～

、
富

士
山

の
環

境
保

全
に

関
す

る
施

策
を

実
施

す
る

た
め

山
梨

県
農

地
集

積
・

集
約

化
対

策
基

金

H
2
6
～

、
農

用
地

の
利

用
の

効
率

化
及

び
高

度
化

の
促

進
を

図
る
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令令和和６６年年度度基基金金運運用用状状況況審審査査意意見見書書  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





写 

梨 監 第 ７ ５ ０ 号  

令 和 ７ 年 ９ 月 ８ 日  

山梨県知事 長崎 幸太郎 殿 

 

山梨県監査委員  入 倉 博 文 

山梨県監査委員  中 込 正 純 

山梨県監査委員  卯 月 政 人 

山梨県監査委員  宮 本 秀 憲 

 

令和６年度山梨県基金運用状況の審査意見について 

 

地方自治法第２４１条第５項の規定に基づき審査に付された山梨県土地開発基

金ほか４基金の令和６年度運用状況について審査した結果、次のとおり意見書を提

出します。 
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令和６年度基金運用状況審査意見書 

 

 

第 １  審 査 の 対 象 

 

令和６年度   山 梨 県 土 地 開 発 基 金 

令和６年度   山 梨 県 自 然 保 護 基 金 

令和６年度   山 梨 県 美 術 資 料 取 得 基 金 

令和６年度   山 梨 県 文 学 資 料 取 得 基 金 

令和６年度   山梨県歴史資料等取得基金 

 

 

第 ２  審 査 の 期 間 

 

令和７年８月１２日から令和７年９月５日まで 

 

 

第 ３  審 査 の 手 続 

 

審査に当たっては、山梨県監査基準に準拠し、 

１ 基金運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類等と符合し正確であるか。 

２ 基金の設置の目的が十分果たされるよう適正かつ効率的に運用されているか。 

などの諸点に主眼をおき、関係職員から概況を聴取するとともに、定例監査及び例月現金出納検査の結果

を踏まえ実施した。 

 

 

第 ４  審査の結果及び意見 

 

各基金の運用状況調書の計数は、諸帳票、証拠書類及び指定金融機関等の残高証明書の計数と合致してお

り、正確なものと認められる。 

なお、歴史資料等取得基金においては、資料等の取得が行われているものの、他の基金においては、土地

等の取得が行われていないことから、改めて基金の必要性を確認し、それぞれの基金の設置目的に沿った適

正かつ効率的な運用に努められたい。 
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第 ５  運 用 の 状 況 

１ 山梨県土地開発基金 

 

  令和６年度末現在高は、６６億６７９万７,７８８円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ６ 年 度 中 増 減 高 
令和６年度末現在高 

令和６年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 土地等取得 土地等処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 2,359,255,142 2,961,633      2,362,216,775  

土 地 
4,244,581,013       4,244,581,013   

(426,187.64㎡）       (426,187.64㎡）   

建 物 
0       0   

  (0㎡）       (0㎡） 

計 6,603,836,155 2,961,633   6,606,797,788   

 （注） 元金及び預金利子の増分は、土地貸付料収入による１３７万４,８７１円と、預金利子による

１５８万６,７６２円である。 

 

２ 山梨県自然保護基金 

 

  令和６年度末現在高は、１億３,９１６万６１７円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

 令 和 ６ 年 度 中 増 減 高 
令和６年度末現在高 

令和６年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 土地取得 土地処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 124,645,262 115,355     124,760,617   

土 地 
14,400,000       14,400,000   

(1,190.00㎡）       (1,190.00㎡）   

計 139,045,262 115,355     139,160,617   

（注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 
 
３ 山梨県美術資料取得基金 

 

  令和６年度末現在高は、１７億２,０７６万１,８５２円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ６ 年 度 中 増 減 高 
令和６年度末現在高 

令和６年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 美術資料取得 美術資料処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 134,058,147 41,733,770    175,791,917   

美術資料 1,544,969,935       1,544,969,935   

計 1,679,028,082 41,733,770         1,720,761,852   

（注） 元金及び預金利子の増分は、一般会計からの繰入による１,１６０万円と、寄附金による    

３,０００万円、預金利子による１３万３,７７０円である。 
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４ 山梨県文学資料取得基金 

 

令和６年度末現在高は、２億５,０８３万３,６３９円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ６ 年 度 中 増 減 高 
令和６年度末現在高 

令和６年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 文学資料取得 文学資料処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 42,502,352 39,327     42,541,679   

文学資料 208,291,960      208,291,960   

計 250,794,312 39,327     250,833,639   

（注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。 

 

５ 山梨県歴史資料等取得基金 

 

 令和６年度末現在高は、１１億１,２５０万８,６４０円で、運用状況は次のとおりである。 

 

区  分 
前年度末現在高 

令 和 ６ 年 度 中 増 減 高 
令和６年度末現在高 

令和６年度 

出納整理期間中の増減 元金及び預金利子 歴史資料等取得 歴史資料等処分 

円 円 円 円 円 円 

現 金 339,008,424 313,222 △738,000   338,583,646   

歴史資料等 773,186,994  738,000   773,924,994   

計 1,112,195,418 313,222 0  1,112,508,640   

 （注） 元金及び預金利子の増分は、全額預金利子である。歴史資料等取得の増分は、次の１２件を現金

により取得したものである。 
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